
令和元年度第 1回上越市人にやさしいまちづくり推進会議 次第 

 

日 時：令和元年 10 月 2 日（水） 

午前 10 時 00 分～ 

会 場：上越市役所 4階 401 会議室 

 

 

1 開 会 

 

 

2 挨 拶 

 

 

3 委員紹介 

 

 

4 会長・副会長の選任 

 

 

5 議 題 

(1）第 4 次人にやさしいまちづくり推進計画 令和元年度実施計画進捗状況につ

いて 

                      … 事前配付資料 1 

… 当日配付資料 1 

 

(2) 第 4 次人にやさしいまちづくり推進計画 令和 2 年度実施計画（案）につい

て 

… 事前配付資料 1 

… 当日配付資料 1 

 

(3) 公共建築物ユニバーサルデザイン指針の見直し方針変更案について 

                              … 事前配付資料 2 

 

6 その他 

  

 

7 閉 会 
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計　　画 実績見込み

(1)人にやさしいま
ちづくりの考え方
を理解し認め合う
ための広報や教
育・学習を推進し
ます。また、日常
生活の中で起き
た困りごとについ
ての相談窓口や
支援体制を整え
ます。

①人にや
さしいまち
づくりの普
及啓発

1 人にやさしいまちづく
り、ユニバーサルデザ
インの考え方を広く普
及するために、啓発活
動のほか、学校や地域
での学習推進を図りま
す。

・職員研修
・教員研修
・普及啓発パンフレッ
ト、冊子配布

- 有 ・研修受講者が、人にやさしいまちづ
くりやユニバーサルデザインの考え
方を理解し、業務に取り入れたり、授
業等の中で子どもたちに伝えたりす
るなど、それぞれの立場において活
用できる状態とする。
・普及啓発パンフレット・冊子や広報
を利用し、市民や企業に人にやさし
いまちづくりやユニバーサルデザイ
ンの考え方を普及する。

人にやさしいまちづくり推進の取組
の理解割合28％、ユニバーサルデ
ザインの理解割合48％（いずれも
H33到達目標）

・採用3年目職員研修の実施（1回）
・教職員研修の実施（1回）
・市民や企業への普及啓発パンフ
レット、冊子配布
・地域の集まりや企業訪問の際に説
明を実施（随時）
・関連団体（社会福祉協議会等）の
イベント等での市民への普及啓発
・小中学校でのユニバーサルデザイ
ンに関する授業の実施や出前講座
の実施依頼

・採用3年目職員研修の実施（1回）
・教職員研修の実施（1回）
・市民や企業への普及啓発パンフ
レット、冊子配布
・地域の集まりや企業訪問の際に説
明を実施（5回）
・関連団体（社会福祉協議会等）のイ
ベント等での市民への普及啓発
・社協だよりでの啓発記事掲載
・小中学校でのユニバーサルデザイ
ンに関する授業の実施や出前講座
（5回）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・教員研修では、参加者の95.6％が
授業の実施方法を理解できたと回答
したことから、学校での活用できる体
制作りに寄与できた。
・関連団体との連携もスムーズに取
れるようになり、普及啓発活動が促
進され、普及啓発が促進された。

- 有 ・研修受講者が、人にやさしいまちづ
くりやユニバーサルデザインの考え
方を理解し、業務に取り入れたり、授
業等の中で子どもたちに伝えたりす
るなど、それぞれの立場において活
用できる状態とする。
・普及啓発パンフレット・冊子や広報
を利用し、市民や企業に人にやさし
いまちづくりやユニバーサルデザイ
ンの考え方を普及する。

人にやさしいまちづくり推進の取組
の理解割合28％、ユニバーサルデ
ザインの理解割合48％（いずれも
H33到達目標）

・採用3年目職員研修の実施（1回）
・教職員研修の実施（1回）
・市民や企業への普及啓発パンフ
レット、冊子配布
・地域の集まりや企業訪問の際に説
明を実施（随時）
・関連団体（社会福祉協議会等）のイ
ベント等での市民への普及啓発
・小中学校でのユニバーサルデザイ
ンに関する授業の実施や出前講座
の実施依頼

共生ま
ちづくり
課

②相談・
支援体制
の充実

2 様々な権利侵害から
の保護や救済と同時
に、障害のある人が権
利を行使できるよう保
障するための環境を作
ります。

・障害のある人の権利
擁護の取組を推進

- 有 ・障害を理由とする差別に関する相
談に対応し、差別事例の対応改善
や再発防止策の実施に取り組む。
・講演会等を開催し、障害のある人
や障害特性などについて広く市民の
理解を深め、障害者差別の解消に
つなげる。

・障害を理由とする差別に関する相
談対応：1件以上
・上越市障害者差別解消支援地域
協議会を設置し、関係機関が対応し
た事例の共有、差別解消に資する
取組の共有・分析等を実施：年2回
・障害者差別の解消に資する啓発活
動(　障害のある人や障害特性など
にかかわるテーマの講演会等)の開
催：1回以上

・障害を理由とする差別に関する相
談対応：0件（令和元年8月時点）
・相談支援事業所及び障害福祉サー
ビス事業所に対し差別等案件の情
報提供を再度依頼（令和元年7月）
・上越市障害者差別解消支援地域
協議会を開催し、差別解消に向けた
取組について協議（年2回開催予定。
第1回：8月6日、第2回：2月）
・障害者差別解消啓発講演会の開
催（令和元年10月）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・障害を理由とする差別に関する相
談や情報提供が少ないため、障害の
ある人と日常的に接する相談支援事
業所及び障害福祉サービス事業所
に対し差別等案件の情報提供を再
度周知した。
・上越市障害者差別解消支援地域
協議会での討議に基づき、広く市民
の理解促進を図る取組を進めること
ができた。

- 有 ・障害者差別解消法の趣旨等を市
民をじはじめとした事業所等に周知
することにより、障害のある人への
合理的配慮が提供されるよう環境の
整備を図るとともに、差別事案が生
じた場合に相談、情報提供しやすい
体制を整える。

・上越市障害者差別解消支援地域
協議会の開催：年2回
・障害者差別解消に資する啓発活動
の実施。
・障害を理由とする差別に関する相
談対応：1件以上

福祉課

3 障害児や障害者及び
その家族などが生活
全般について相談しや
すい環境を整備しま
す。

・基幹相談支援セン
ターを中心とした相談
支援事業の実施
・障害福祉サービス及
び放課後デイサービス
の実施

- 有 ・障害のある人等の生活全般に関す
る悩みについて、基幹相談支援セン
ターや市内相談支援事業所と連携
し、より相談しやすい相談支援環境
を整える。

・障害福祉サービス及び放課後等デ
イサービスについて、相談支援専門
員と連携し、必要な障害福祉サービ
ス等を適正に提供する。

・障害のある人等の生活全般に関す
る悩みについて、基幹相談支援セン
ターや地域の計画相談事業所等と
連携し相談体制の充実を図る。
・障害福祉サービス及び放課後等デ
イサービスについて、相談支援専門
員と連携し、必要な障害福祉サービ
ス等を適正に提供する。
【具体的な取組】
・計画相談事業所職員によるテーマ
検討（月1回）
・個別の相談ケースのケース検討会
（月2回）
・随時の基幹相談支援センターと計
画相談事業所職員の連携

・障害のある人等の生活全般に関す
る悩みについて、基幹相談支援セン
ターや地域の計画相談事業所等と
連携し、個人に寄り添いながら相談
対応を行った。
・相談支援専門員と連携し、必要な
障害福祉サービスの提供を行った。
【令和元年7月分まで】
障害者サービス：1,521人
障害児サービス：215人

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・基幹相談支援センターや地域の計
画相談事業所等が利用者に寄り添
いながら、相談対応を行った。個別
の相談ケースのケース検討会を通じ
て、支援策に係る情報共有や参加職
員の資質向上を図ることができた。

- 有 ・障害のある人等の生活全般に関す
る悩みについて、地域の計画相談事
業所等と連携し、より相談しやすい
相談支援環境を整える。

・相談支援事業については、平成30
年度からの上越市版地域包括ケア
システムの構築に向けたすこやかな
くらし包括支援センターへの市の相
談機能の一元化に合わせ、障害福
祉の相談を含めた地域における相
談支援体制を見直す。

福祉課

4 家族や生活に関して女
性が抱えるあらゆる諸
問題に対し、助言・指
導などを行うための相
談体制を整備します。

・女性相談の実施 - 有 ・適切な支援・助言等を行うことで相
談者が安心して生活を送れる状態に
する。また、配偶者等からの暴力被
害にあっている相談者に対しては、
関係機関等と連携しながら、安全確
保が図られる状態にする。

・女性相談員を配置し、様々な悩み
や問題等の相談を受け付け、必要な
支援を講じる。

相談員  3人
相談時間  月～土曜日 9:00～17:00
（毎週火曜日は電話相談を19:00ま
で延長）
※日曜・祝日・年末年始・毎月第3水
曜日は休み。その他出張相談あり
（事前予約制）

・適切な支援・助言等を行うことで相
談者が安心して生活を送れる状態に
することができた。また、配偶者等か
らの暴力被害にあっている相談者に
対しては、関係機関等と連携しなが
ら、安全確保が図られる状態にする
ことができた。
　相談件数：4,000件（見込）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） 必要に応じて、市役所の関係課や、
児童相談所、警察署、県の女性相談
所などの関係機関と連携・協力しな
がら適切な相談に努めたことにより、
相談者の安全確保が図られる状態
にすることができた。

- 有 ・適切な支援・助言等を行うことで相
談者が安心して生活を送れる状態に
する。また、配偶者等からの暴力被
害にあっている相談者に対しては、
関係機関等と連携しながら、安全確
保が図られる状態にする。

・女性相談員を配置し、様々な悩み
や問題等の相談を受け付け、必要な
支援を講じる。

相談員  3人
相談時間  月～土曜日 9:00～17:00
（毎週火曜日は電話相談を19:00まで
延長）
※日曜・祝日・年末年始・毎月第3水
曜日は休み。その他出張相談あり
（事前予約制）

共生ま
ちづくり
課
(男女共
同参画
推進セ
ンター）

5 高齢者の権利擁護な
どに関する相談体制を
整備します。

・高齢者相談の実施 - 有 ・地域包括支援センターにおいて高
齢者の権利擁護などに関する相談
に対応する。
・地域包括支援センター職員の相談
対応能力の向上に向けた研修会を
開催して、相談に適切に対応できる
ようにする。

・地域包括支援センターによる高齢
者相談の実施
・地域包括支援センター職員向けの
成年後見制度についての研修会の
開催（センターで開催のため回数未
定）

・地域包括支援センターによる高齢
者相談を実施した。
・地域包括支援センター職員向けの
成年後見制度についての研修会を
開催した。（1回）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） 地域包括支援センターにおいて、高
齢者の権利擁護などの相談に対応
しているほか、地域包括支援セン
ター職員を対象とした各種研修会を
開催した結果、相談対応能力の向上
につながった。

- 無 ・地域包括支援センターにおいて高
齢者の権利擁護などに関する相談
に対応する。
・地域包括支援センター職員の相談
対応能力の向上に向けた研修会を
開催して、相談に適切に対応できる
ようにする。

・地域包括支援センターによる高齢
者相談の実施
・高齢者虐待や成年後見制度など地
域包括支援センター職員のスキル
アップのための研修会の開催

すこや
かなくら
し包括
支援セ
ンター

6 外国人市民が暮らしや
すい環境づくりを進め
るため、相談業務を充
実します。

・外国人相談の実施 - 有 ・外国人相談窓口において、相談者
の問題解決に向けた支援を行い、安
全・安心な生活を送ることができるよ
うにする。

・上越国際交流協会に委託し、外国
人相談窓口を開設する。
月曜・木曜（13：00～17：00）、土曜
（9：00～13：00）
その他緊急の相談にも対応する。

・上越国際交流協会に委託し、外国
人相談窓口を開設した。
月曜・木曜（13：00～17：00）、土曜
（9：00～13：00）
その他緊急の相談にも対応した。
　相談件数：250件

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・外国人相談窓口を開設し、安全・安
心な生活を送るための各種相談に
応じ、問題を解決することができた。

拡充 有 ・外国人相談窓口において、相談者
の問題解決に向けた支援を行い、安
全・安心な生活を送ることができるよ
うにする。

・上越国際交流協会に委託し、外国
人相談窓口を開設する。

共生ま
ちづくり
課

基
本
方
針

方向
性

予算
計上
の有
無

目　　標

具体的な取組内容

基
本
目
標

施策の方向

1
 

誰
も
が
理
解
し
合
え
る
ま
ち
づ
く
り

誰
も
が
互
い
を
尊
重
し
理
解
し
合
え
る
ま
ち
の
実
現
を
目
指
し
ま
す

。

第4次人にやさしいまちづくり推進計画　令和元年度実施計画進捗状況及び令和2年度実施計画（案）

事業の実施状況
（取組内容における実施

率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　評　　価

担当課
計　　画

（具体的な取組内容）
目　　標

取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

第4次人まち計画での位置付け 令和2年度（案）

No. 事業内容 事業計画

令和元年度

事前配付資料1

1  



計　　画 実績見込み

基
本
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性
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目　　標

具体的な取組内容

基
本
目
標

施策の方向
事業の実施状況

（取組内容における実施
率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　評　　価

担当課
計　　画

（具体的な取組内容）
目　　標

取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

第4次人まち計画での位置付け 令和2年度（案）

No. 事業内容 事業計画

令和元年度

8 悩み事や不安の解消
に向け、適切な対応窓
口や相談先の紹介、法
律相談の案内等を行
います。

・市民相談の実施 - 有 ・市民の多様な民事に係る相談に迅
速な対応ができるよう情報収集し、
庁内関係課との連携体制を維持す
る。

・市民相談員1人
・相談時間　月～金曜日　8:30～
17:15
・弁護士相談：毎週金曜日　午後
・司法書士相談：毎週火曜日　午後

・市民相談員1人…240回開催（740
件見込み）
・相談時間　月～金曜日　8:30～
17:15
・弁護士相談：毎週金曜日　午後
　　　　　　　　　49回開催（120件見込
み）
・司法書士相談：毎週火曜日　午後
　　　　　　　　　49回開催（45件見込
み）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・庁内関係課との連携により、多様な
相談に対し、適切な窓口を案内し、
また、弁護士、司法書士による無料
法律相談会も開催し、相談者の不安
解消が図られた。

- 有 ・市民の多様な民事に係る相談に迅
速な対応ができるよう情報収集し、
庁内関係課との連携体制を維持す
る。

・市民相談員1人
・相談時間　月～金曜日　8:30～
17:15
・弁護士相談：毎週金曜日　午後
・司法書士相談：毎週火曜日　午後

市民課
（市民
相談セ
ンター）

9 消費者と事業者との間
に生じた商品やサービ
スに関する苦情などに
ついて相談を受け付け
ます。

・消費生活相談の実施 - 有 ・的確で迅速な相談窓口対応に努
め、安心な消費生活の確保を図る。
・出前講座や啓発、情報発信等を通
じて、消費者被害を防止する。

・消費生活相談員3人
・相談時間　月～金曜日　8:30～
17:15

・消費生活相談員3人…240回（1,200
件見込み）
・相談時間　月～金曜日　8:30～
17:15

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・相談に適切に対応するよう、最新
の情報を収集するとともに、出前講
座等の啓発活動を通じ、消費者被害
防止に取り組み、消費生活における
不安解消が図られた。

- 有 ・的確で迅速な相談窓口対応に努
め、安心な消費生活の確保を図る。
・出前講座や啓発、情報発信等を通
じて、消費者被害の防止に努める。

・消費生活相談員3人
・相談時間　月～金曜日　8:30～
17:15
・多重債務相談：市民相談センター
の弁護士、司法書士相談の中で実
施

市民課
（消費
生活セ
ンター）

10 外国人の社会参加を
推進するため、日本語
教室を開催します。

・日本語教室の開催 - 有 ・外国人市民が日本語を効果的に習
得できるような学習環境を確保する
とともに、日本人市民との交流の場
を提供する。

・上越国際交流協会に委託し、外国
人市民を対象とした生活日本語教室
を開催するとともに、上越国際交流
協会が実施する交流事業の情報提
供を行う。

水曜（9：30～11：00）、金曜（10：00～
11：30）、木曜（17：30～19：00）、土
曜（10：00～11：30）

・上越国際交流協会に委託し、外国
人市民を対象とした生活日本語教室
を開催するとともに、上越国際交流
協会が実施する交流事業の情報提
供を行った。
水曜（9：30～11：00）、金曜（10：00～
11：30）、木曜（17：30～19：00）、土
曜（10：00～11：30）
　述べ受講者数：550人

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・外国人市民に向けた当教室では、
受講者のニーズやレベルに応じた学
習内容とすることで、効果的な学習
環境を提供し、日本語の習得に効果
を上げることができた。
・教室への参加を機に、外国人市民
が上越国際交流協会の実施する講
座や催し物に参加し、自国の文化を
紹介するなど、日本人市民との交流
を行うことができた。

- 有 ・外国人市民が日本語を効果的に習
得できるような学習環境を確保する
とともに、日本人市民との交流の場
を提供する。

・上越国際交流協会に委託し、外国
人市民を対象とした生活日本語教室
を開催するとともに、上越国際交流
協会が実施する交流事業の情報提
供を行う。

水曜（9：30～11：00）、金曜（10：00～
11：30）、木曜（17：30～19：00）、土
曜（10：00～11：30）

共生ま
ちづくり
課

11 ユニバーサルデザイン
に配慮した広報紙づく
りに取り組みます。

・通常より文字を大き
く、行間を広くした特集
記事の作成（年2回以
上）

- 有 ・内容が伝わるようユニバーサルデ
ザインやメリハリのある紙面編集を
行い、年代を問わず、より多くの市民
に広報紙が読まれるようにする。

・広報上越の特集記事を年2回、ユ
ニバーサルデザインの視点で作成
する。

広報上越の特集記事を年2回、ユニ
バーサルデザインの視点で作成し
た。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） - 有 ・内容が伝わるようユニバーサルデ
ザインやメリハリのある紙面編集を
行い、年代を問わず、より多くの市民
に広報紙が読まれるようにする。

・広報上越の特集記事を年2回、ユニ
バーサルデザインの視点で作成す
る。

広報対
話課

すこや
かなくら
し包括
支援セ
ンター

こども
課

学校教
育課

・子どもの虐待予防の推進につい
て、年1回要保護児童対策地域協議
会代表者会議及び隔月で実務者会
議を開催するとともに、必要に応じて
個別ケース検討会議を開くなど、関
係機関等と連携し、また、社会福祉
士及び家庭相談員等による相談体
制を整え支援にあたる。
・児童虐待防止推進月間に合わせ
町内会へのチラシの配布、広報上越
やFM-Jで虐待に関する相談窓口の
周知を行う。
・市内小・中学校、保育園の職員を
対象に児童虐待の早期発見・対応
について研修会を開催する。
・学校や町内会等を対象に児童虐待
防止に関する出前講座を実施する。
・子どもの権利学習教材「えがお」を
使用した子どもの権利学習を市立全
小中学校の授業に取り入れて実施
する。
・市内全小学校に定期的にカウンセ
ラーを派遣し、子ども・保護者・教職
員の相談体制を整える。
・年1回、市内全小中学校の主に管
理職に対し、虐待の通告にかかわる
研修会(悉皆）を開催し、教職員の資
質の向上を図る。
・いじめ問題対策連絡協議会を年2
回開催し、関係団体との情報交換を
行い、各関係団体がいじめの未然防
止にかかわる取組について連携を
図る。
・学校だけでは解決が困難なケース
について、ＪＡＳＴ（上越あんしんサ
ポートチーム）が関係機関と連携を
図りながら、スクールソーシャルワー
カーやカウンセラー、担当指導主事
を派遣するなどして学校を支援し、
問題の早期解決に努める。

・子どもの虐待予防の推進につい
て、年1回要保護児童対策地域協議
会代表者会議及び隔月で実務者会
議を開催するとともに、必要に応じて
個別ケース検討会議を開くなど、関
係機関等と連携し、また、社会福祉
士及び家庭相談員等による相談体
制を整え支援にあたった。
・児童虐待防止推進月間に合わせ
町内会へのチラシの配布、広報上越
やFM-Jで虐待に関する相談窓口の
周知を行った。
・市内小・中学校、保育園の職員を
対象に児童虐待の早期発見・対応に
ついて研修会を開催した。（R元年度
7回程度）
・学校や町内会等を対象に児童虐待
防止に関する出前講座を実施した。
（R元年度10回程度）
・市内全小学校に月2～4回、カウン
セラーが訪問し、児童や保護者の相
談に対応した。
・10月21日（月）に市内全小中学校
の主に管理職を対象に虐待の通告
に関わる研修会を開催予定。研修は
悉皆研修。
・5月15日（水）にいじめ問題対策連
絡協議会を開催。関係団体から12名
が参加し、いじめの未然防止に関わ
る協議を行った。第2回は2月に実施
予定。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

- 有 ・子どもの虐待予防の推進につい
て、関係機関と連携するとともに、児
童虐待のサインである子どもの気に
なる様子を見逃さず、保護者等の育
児不安の解消等、必要な支援を早
期に実施することにより、児童虐待
の発生予防に努める。
・子どもの権利について、子ども自身
と市民が正しい知識を持ち、権利を
尊重する意識と行動を身につける。
・虐待、いじめ、差別などから子ども
の権利が侵害されないよう、教職員
の研修を充実し、資質を高める。
・いじめ問題対策連絡協議会等の開
催により、関係団体との情報交換や
連携を図る。
・学校だけでは解決が困難なケース
について、ＪＡＳＴ（上越あんしんサ
ポートチーム）が関係機関と連携を
図りながら学校を支援し、早期解決
する。

・子どもの虐待予防の推進につい
て、年1回要保護児童対策地域協議
会代表者会議及び隔月で実務者会
議を開催するとともに、必要に応じて
個別ケース検討会議を開くなど、関
係機関等と連携し、また、社会福祉
士及び家庭相談員等による相談体
制を整え支援にあたる。
・児童虐待防止推進月間に合わせ
町内会へのチラシの配布、広報上越
やFM-Jで虐待に関する相談窓口の
周知を行う。
・市内小・中学校、保育園の職員を
対象に児童虐待の早期発見・対応に
ついて研修会を開催する。
・学校や町内会等を対象に児童虐待
防止に関する出前講座を実施する。
・市内全小学校に週2～4回、カウン
セラーが訪問し、児童や保護者の相
談に対応する。
・市内全小中学校の主に管理職を対
象に虐待の通告に関わる研修会を
開催する。
・いじめ問題対策連絡協議会等を開
催する。

・児童虐待に関する事件報道も多く
なり、市民の関心が高まっているた
め、出前講座の開催依頼があること
から、例年の事業についても、計画
どおり実施し、より多くの市民から当
市の児童虐待の現状、予防・早期発
見、早期対応の重要性を知ってもら
うことができた。

有 ・子どもの虐待予防の推進につい
て、関係機関と連携するとともに、児
童虐待のサインである子どもの気に
なる様子を見逃さず、保護者等の育
児不安の解消等、必要な支援を早
期に実施することにより、児童虐待
の発生予防に努める。
・子どもの権利について、子ども自身
と市民が正しい知識を持ち、権利を
尊重する意識と行動を身につける。
・虐待、いじめ、差別などから子ども
の権利が侵害されないよう、教職員
の研修を充実し、資質を高める。
・いじめ問題対策連絡協議会等の開
催により、関係団体との情報交換や
連携を図る。
・学校だけでは解決が困難なケース
について、ＪＡＳＴ（上越あんしんサ
ポートチーム）が関係機関と連携を
図りながら学校を支援し、早期解決
する。

- A：目標達成（100％）

・広報8月1日号、9月1日号でユニ
バーサルデザインの視点で記事を作
成した。
・平成30年度に実施した市政モニ
ターアンケートでは、広報を全部また
は一部読むと回答した人が約88％
（H28結果：約80％）、内容が分かり
やすいまたはどちらかといえば分か
りやすいと回答した人が約94％（H28
結果：約87％）であった。また、興味
を持った内容としてユニバーサルデ
ザインで作成した特集を挙げる回答
者が有り、その理由の一つとして文
字が大きいことを挙げるなど、ユニ
バーサルデザインやメリハリある紙
面編集などが、多くの市民に広報紙
を読んでいただくことにつながってい
ると考える。

7 子どもの虐待、いじ
め、差別、その他子ど
もの権利の侵害の予
防・早期救済を図ると
ともに、連絡・相談体
制の充実を図ります。

・子どもの虐待、いじ
め、差別、その他子ど
もの権利の侵害の予
防・対応（訪問や相
談、研修会や会議等の
開催、育児等のアドバ
イス、情報交換や交
流）
・要保護児童対策地域
協議会の運営
・いじめ問題対策連絡
協議会等の運営

2  



計　　画 実績見込み
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無
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本
目
標

施策の方向
事業の実施状況

（取組内容における実施
率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　評　　価

担当課
計　　画

（具体的な取組内容）
目　　標

取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

第4次人まち計画での位置付け 令和2年度（案）

No. 事業内容 事業計画

令和元年度

12 広報媒体に外国語翻
訳を付加し、外国人の
市政に対する理解を深
めます。

・市ホームページの翻
訳機能（英語、韓国
語、中国語（簡体、繁
体））
・市勢要覧の翻訳資料
発行（英語、韓国語、
中国語（簡体、繁体））

- 有 ・外国人の市政に対する理解を深め
るために、市ホームページのトップ
ページに民間サービスの翻訳機能
（英語、韓国語、中国語（簡体、繁
体））を引き続き配置するとともに、平
成30年度に発行した改訂版の市勢
要覧の翻訳資料を活用する。

・視察や研修、交流事業などで当市
へ外国人を迎えるときや、当市から
海外へ出かける際に、当市を紹介す
るための資料として市勢要覧の翻訳
資料を配布する。

・当市で農作業体験をした外国人や
看護大学で研修した外国人などに市
勢要覧を配布した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・当市で農作業体験をした外国人や
看護大学で研修した外国人などに市
勢要覧を配布した。

- 有 ・外国人の市政に対する理解を深め
るために、市ホームページのトップ
ページに民間サービスの翻訳機能
（英語、韓国語、中国語（簡体、繁
体））を引き続き配置するとともに、平
成30年度に発行した改訂版の市勢
要覧の翻訳資料を活用する。

・視察や研修、交流事業などで当市
へ外国人を迎えるときや、当市から
海外へ出かける際に、当市を紹介す
るための資料として市勢要覧の翻訳
資料を配布する。

広報対
話課

3  



計　　画 実績見込み
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標
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事業の実施状況

（取組内容における実施
率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　評　　価

担当課
計　　画

（具体的な取組内容）
目　　標

取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

第4次人まち計画での位置付け 令和2年度（案）

No. 事業内容 事業計画

令和元年度

2
　
誰
も
が
学
べ
る
ま
ち
づ
く
り

(1)児童・生徒の
ニーズに応じた支
援を推進するとと
もに、市民の生涯
を通じた多様な学
習・スポーツ機会
の拡充を推進しま
す。

①自立・
共生を目
指す学校
教育環境
の充実

14 家庭の経済的負担を
軽減するため、入園・
保育や就学にかかる
費用を補助します。

・幼稚園児：入園料・保
育料の補助
・児童生徒：学用品の
購入費、給食費等の援
助

- 有 ・児童生徒：対象となる保護者1,781
人（平成31年度認定見込者数）に対
し、学用品費や給食費の一部又は
全部を援助することにより経済的負
担を軽減する。
・幼稚園児：対象となる保護者25名
（平成31年度保育料減免者数の見
込み）に対し、保育料の減免を行うこ
とで、経済的負担を軽減する。

・児童生徒：学用品の購入費、給食
費等の援助を行うとともに、引き続き
新入学の児童生徒に対しては入学
準備金を入学前に支給する。
　小学校：1,095人　　85,037千円
　中学校：　686人　　80,709千円
・幼稚園児：対象となる世帯につい
て、引き続き保育料の減免を行う。
　対象者（見込み）：28名　599千円/
年の減免（4月～9月まで）

・児童生徒：学用品の購入費、給食
費等の援助を行うとともに、引き続き
新入学の児童生徒に対しては入学
準備金を入学前に支給した。
　小学校：1,095人　　85,037千円
　中学校：　686人　　80,709千円
【幼稚園児】
・4月～9月：対象となる世帯につい
て、保育料を減免した。
　51人：599,608円（見込み）
・10月以降：国の幼児教育無償化に
伴い、市立幼稚園に通う全ての園児
の保育料を無償とした。
　46人（見込み）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・児童生徒：学用品の購入費、給食
費等の援助を実施するとともに、引
き続き新入学の児童生徒に対しては
入学準備金を入学前に支給するよう
準備を進めており、保護者の経済的
負担を軽減することで就学環境を整
えている。
・幼稚園児：４月～９月は対象となる
世帯（多子軽減及び所得基準により
判定）について、保育料の減免を行
い、保護者の経済的負担を軽減する
ことで、教育環境を整えた。また、１０
月以降は、国の制度に基づき、市立
幼稚園に通う全ての園児について保
育料を無償とすることで、保護者の
経済的負担をさらに軽減し、教育環
境を整えた。

- 有 ・児童生徒：対象となる保護者1,848
人（令和2年度認定見込者数）に対
し、学用品費や給食費の一部又は
全部を援助することにより経済的負
担を軽減する。
・幼稚園児：市立幼稚園に通う全て
の園児の保育料を無償とすること
で、保護者の経済的負担を軽減す
る。

・児童生徒：学用品の購入費、給食
費等の援助を行うとともに、引き続き
新入学の児童生徒に対しては入学
準備金を入学前に支給する。
　小学校：1,125人　　94,285千円
　中学校：　723人　　88,442千円
・幼稚園児：国の制度に基づき、市立
幼稚園に通う全ての園児の保育料を
無償とする。
　幼稚園児：49人　4,704千円/年の
保育料免除

学校教
育課

②市民の
多様な学
習・スポー
ツ機会の
充実

16 自主的な学習活動の
高まりや、まちづくり活
動を支援するため、公
民館において各種講
座を開催します。

・5つの事業の柱である
「学びのきっかけづく
り」「未来を支える人づ
くり」「育ち合い、支え
合う家庭環境づくり」
「地域・現代課題に対
応した地域づくり」「行
動する人への支援」を
踏まえた公民館事業
の開催（各年齢期にお
ける公民館事業の開
催）

- 有 ・すべての地区公民館で、各年齢期
における事業を開催することにより、
生涯を通じて学べる機会の充実を図
る。

・すべての地区公民館で、学びの
きっかけづくり・未来を支える人づくり
に向けた事業を実施する。
　該当事業：124事業

・すべての地区公民館で、学びの
きっかけづくり・未来を支える人づくり
に向けた事業を実施する。
　該当事業：124事業

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） すべての公民館で、公民館主事が
公民館運営委員や地域の各種団体
等と連携を図り、各年齢期や各地域
のニーズ把握に努め事業を実施し、
生涯を通じて学べる機会を提供する
ことができた。

- 有 ・すべての地区公民館で、各年齢期
における事業を開催することにより、
生涯を通じて学べる機会の充実を図
る。

・すべての地区公民館で、学びの
きっかけづくり・未来を支える人づくり
に向けた事業を実施する。
　該当事業：124事業

社会教
育課

17 視覚に障害のある人な
ど、活字による読書が
困難な市民に対し読書
環境の整備を図りま
す。

・録音図書（カセット、
デイジー図書）や点字
図書の作製と貸出
・対面朗読サービス

- 有 ・活字による読書が困難な方のため
に、録音図書や点字図書などの専
用資料を整備し提供することで、広く
図書館サービスの利用促進を図る。
目標：録音図書や点字図書等の年
間貸出タイトル数560タイトル。
 

・ボランティア団体と協力し、録音図
書を年間50本程度新規作製すること
で、蔵書の充実を図る。
・サービスについて広く周知し、貸出
の増進を図る。

・ボランティア団体と協力し、新規録
音図書を16本作製済みであり、蔵書
の充実が図られている。
・録音図書および点字図書等の貸出
は目標を達成できる見込み（７月末
時点で250タイトル）。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ボランティア団体の協力により、新規
作製は順調に行われており、また、
貸出数についても目標を達成できる
見込みである。

- 有 ・活字による読書が困難な方のため
に、録音図書や点字図書などの専
用資料を整備し提供することで、広く
図書館サービスの利用促進を図る。
目標：録音図書や点字図書等の年
間貸出タイトル数560タイトル。

・ボランティア団体と協力し、録音図
書を年間50本程度新規作製すること
で、蔵書の充実を図る。
・サービスについて広く周知し、貸出
の増進を図る。

社会教
育課
（図書
館）

18 子どもから高齢者等、
すべての人がライフス
テージに応じたスポー
ツ活動に参加できるよ
う、スポーツ機会の充
実を図るなど、スポー
ツ環境を整備します。

・市広報等への情報提
供
・総合型地域スポーツ
クラブ等への支援
・各種講習会等へのス
ポーツ推進委員の派
遣
・障害者のスポーツ活
動の場の確保及び活
動支援

- 有 ・スポーツ活動に参加できるよう、各
種スポーツイベントを市広報等で情
報提供を行う。
・総合型地域スポーツクラブ等の活
動が円滑に行われるよう支援を行
う。
・各種講習会等へスポーツ推進委員
を派遣し、スポーツ機会の充実を図
る。
・障害者団体や総合型地域スポーツ
クラブを始めとした、様々な団体と連
携を図り、幅広い年代層に障害者ス
ポーツや生涯スポーツの理解醸成と
普及促進を図る。

・掲載依頼される各スポーツ教室、
大会を市広報で情報提供する。
・総合型地域スポーツクラブを対象
に、上越市総合型地域スポーツクラ
ブネットワーク「上越ＳＣネット」と協
議し、各総合型ＳＣの要望に沿える
ような内容の研修会を開催する。
・各種スポーツ講習会等にスポーツ
推進委員を派遣する。
・障害者団体や総合型地域スポーツ
クラブ、スポーツ推進委員などが行
う行事等への相互参加の働きかけ
及び支援を行う。

・掲載依頼される各スポーツ教室、
大会を市広報で情報提供を行った。
・上越市総合型地域スポーツクラブ
ネットワーク「上越ＳＣネット」と協議
し、9月8日に「発達障害の特徴と個
性への対応方法について」をテーマ
とした講義とパラスポーツ「ボッチャ」
の「サポーター養成講習会」を開催し
た。
・各種スポーツ講習会等にスポーツ
推進委員を派遣した。
　派遣実績：200回
　参加人数：13,000人
・障害者団体やスポーツ推進委員な
どが共同し、11月9日に「ニュース
ポーツ体験交流会」を開催した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） - 有 ・スポーツ活動に参加できるよう、各
種スポーツイベントを市広報等で情
報提供を行う。
・総合型地域スポーツクラブ等の活
動が円滑に行われるよう支援を行
う。
・各種講習会等へスポーツ推進委員
を派遣し、スポーツ機会の充実を図
る。
・障害者団体や総合型地域スポーツ
クラブを始めとした、様々な団体と連
携を図り、幅広い年代層に障害者ス
ポーツや生涯スポーツの理解醸成と
普及促進を図る。

・掲載依頼される各スポーツ教室、
大会を市広報で情報提供する。
・総合型地域スポーツクラブを対象
に、上越市総合型地域スポーツクラ
ブネットワーク「上越ＳＣネット」と協
議し、各総合型ＳＣの要望に沿える
ような内容の研修会を開催する。
・各種スポーツ講習会等にスポーツ
推進委員を派遣する。
・障害者団体や総合型地域スポーツ
クラブ、スポーツ推進委員などが行う
行事等への相互参加の働きかけ及
び支援を行う。

スポー
ツ推進
課

福祉課

-

・各スポーツ教室、大会に参加する
ための情報を幅広く周知することが
できた。
・総合型地域スポーツクラブのほか、
学校関係者や障害者団体から出席
いただき、発達障害についての理解
を深めることができた。また、パラス
ポーツ「ボッチャ」の理解・普及の促
進を地域で支援するサポーターを育
成することができた。
・各種スポーツ講習会等にスポーツ
推進委員を派遣したことで、得られた
スキルを活かし、地域でよりよい活
動を展開することができた。
・障害者スポーツや生涯スポーツを
普及し、根付かせていくための環境
の整備を進めることができた。

有 学校教
育課

・経済的理由等により修学が困難な
学生に対して奨学金の貸付を行うた
め、制度の周知と奨学生の募集を行
う。

・経済的理由により修学が困難な学
生に対して奨学金の貸付けを行うた
め、制度の周知を徹底し、奨学生の
募集を行う。
○周知及び募集回数：3回（予約募
集、在学募集、追加募集）
○募集方法：広報上越や市ホーム
ページを活用するとともに、市内の中
学校、高等学校、採用実績の多い大
学等へ案内を送付する。
○募集人数：20人程度

- 有

学校教
育課

15

- 有 ・就学アドバイザーによる就学相談
により、就学がスムーズにできるよう
にする。
・巡回相談員による学校訪問によ
り、特別な支援が必要な児童生徒の
支援方策について共通理解し、学校
体制を整え、自校で対応できる学校
を増やす。
・教育補助員などの配置による特別
な支援が必要な児童生徒の学習や
学校生活の支援を充実させ、安心し
て学校生活が送れるようにする。
・障害の特性に応じた合理的配慮の
ためのインクルｰシブ教育システム
の構築を行う。

有 ・就学アドバイザーによる就学相談
を実施し、保幼小のつなぎをスムー
ズにする。
・巡回相談員による学校訪問を実施
し、児童生徒の相談を行う中で校内
の特別支援教育体制の構築を図
る。
・特別な支援が必要な児童生徒の学
習や学校生活の支援を行い、校内
の支援体制を充実させるため、教育
補助員などを増員・配置する。
・障害の特性に応じた合理的配慮の
ためのインクルｰシブ教育システム
の構築に関して、各学校への周知や
ケース会議での助言等を行う。

・就学アドバイザーによる就学相談を
実施し、保幼小のつなぎをスムーズ
にした。
・巡回相談員を28人配置し、要請の
あった学校に巡回相談を行い、児童
生徒の相談を行う中で校内の特別
支援教育体制の構築を図った。
・特別な支援が必要な児童生徒の学
習や学校生活の支援を行い、校内
の支援体制を充実させるため、教育
補助員を15人増員した。
・障害の特性に応じた合理的配慮の
ためのインクルｰシブ教育システム
の構築に関して、各学校への周知や
ケース会議での助言等を行った。

・就学アドバイザーによる就学相談
により、就学がスムーズにできるよう
にする。
・巡回相談員による学校訪問によ
り、特別な支援が必要な児童生徒の
支援方策について共通理解し、学校
体制を整え、自校で対応できる学校
を増やす。
・教育補助員などの配置による特別
な支援が必要な児童生徒の学習や
学校生活の支援を充実させ、安心し
て学校生活が送れるようにする。
・障害の特性に応じた合理的配慮の
ためのインクルｰシブ教育システム
の構築を行う。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・就学アドバイザーによる就学相談を
実施し、保幼小のつなぎをスムーズ
にすることができた。
・巡回相談員を28人配置し、要請の
あった学校に巡回相談を行い、児童
生徒の相談を行う中で校内の特別
支援教育体制の構築を図ることがで
きた。
・特別な支援が必要な児童生徒の学
習や学校生活の支援を行い、校内
の支援体制を充実させるため、教育
補助員を15人増員し、支援に役立て
ることができた。
・障害の特性に応じた合理的配慮の
ためのインクルｰシブ教育システム
の構築に関して、各学校への周知や
ケース会議での助言等を行うことが
できた。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

13 特別な支援を必要とす
る児童生徒にきめ細か
い教育を実施するとと
もに、就学の場や内容
について支援、助言を
行います。

-・就学アドバイザーに
よる就学相談
・巡回相談員による学
校訪問
・教育補助員などの配
置による特別な支援が
必要な児童生徒の学
習や学校生活の支援
・障害の特性に応じた
合理的配慮のための
インクルｰシブ教育シ
ステムの構築

誰
も
が
個
々
の
力
を
発
揮
で
き
る
よ
う
学
べ
る
ま
ち

、
生
涯
を
通
じ
て
学
べ
る
ま
ち
を
目
指
し
ま
す

。

・経済的理由等により修学が困難な
学生に対して奨学金の貸付を行うた
め、制度の周知と奨学生の募集を行
う。
・給付型奨学金については、国や
県、他市の動向を確実にとらえ、当
市として必要な支援の在り方を引き
続き検討する。

・経済的理由により修学が困難な学
生に対して奨学金の貸付けを行うた
め、制度の周知を徹底し、奨学生の
募集を行う。
○周知及び募集回数：3回（予約募
集、在学募集、追加募集）
○募集方法：広報上越や市ホーム
ページを活用するとともに、市内の
中学校、高等学校、採用実績の多い
大学等へ案内を送付する。
○募集人数：20人程度
・給付型奨学金については、国が2
年後の拡充を決定していることか
ら、国の具体的な動向や、国の拡充
に伴う県や他市の動きを把握し、当
市として必要な支援の在り方を検討
する。

・経済的理由により修学が困難な学
生に対して奨学金の貸付を行うた
め、制度の周知及び奨学生の募集
を行った。
○周知及び募集回数：2回（予約募
集、在学募集）※2回の募集で定員
に達したため、追加募集は不要と
なった。
○広報上越（3/1号、10/1号）及び市
ホームページへ募集案内を掲載する
とともに、市内外の中学校、高校、大
学等、合計112施設宛に募集要項を
送付した。
○20名程度に対して、20名から応募
があり、20名全員を採用した。
・給付型奨学金について、国が令和2
年度からの拡充を決定したことを受
け、情報収集を行った。

・就学アドバイザーによる就学相談を
実施し、保幼小のつなぎをスムーズ
にする。
・巡回相談員による学校訪問を実施
し、児童生徒の相談を行う中で校内
の特別支援教育体制の構築を図る。
・特別な支援が必要な児童生徒の学
習や学校生活の支援を行い、校内
の支援体制を充実させるため、教育
補助員などを配置する。
・障害の特性に応じた合理的配慮の
ためのインクルｰシブ教育システム
の構築に関して、各学校への周知や
ケース会議での助言等を行う。

予約募集の導入及び制度の周知を
徹底したことで、4年ぶりに募集人数
に達する応募があったため、経済的
理由により修学が困難な学生への
支援を行うことができたと考える。

高校、大学進学者の家
庭の経済的負担を軽
減するため、奨学金の
貸付を行います。

・奨学金の貸付 A：目標達成（100％）

4  
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第4次人まち計画での位置付け 令和2年度（案）

No. 事業内容 事業計画

令和元年度

(1)誰もが生きが
いをもって自分ら
しく暮らせるよう、
雇用機会の確保
と職業能力の向
上を図ります。

①雇用機
会の創出

20 障害のある人の雇用
環境を向上させるた
め、事業者への意識啓
発や雇用促進につな
がる施策を推進しま
す。

・関係機関と連携し障
害者合同就職面接会
等の開催
・障害者雇用啓発チラ
シの配布
・障害者多数雇用事業
者の優遇措置の実施

- 有 ・関係機関と連携し障害者合同就職
面接会等を開催し、雇用促進を図
る。
・障害者多数雇用事業者の優遇措
置を実施し、雇用促進と就労の安定
を図る。
・障害者の法定雇用率（民間企業）：
2.2％以上

・障害者合同就職面接会を開催
・障害者雇用啓発チラシの配布
・障害者多数雇用事業者の優遇措
置を実施

・10月17日、2月19日に障害者合同
就職面接会を実施
・障害者雇用啓発チラシの配布
・障害者多数雇用事業者の優遇措
置を実施
・平成30年度の障害者の実雇用率
が2.16％となっており、雇用率が
年々上昇していることから、法定雇
用率を達成する見込み

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） 関係機関と連携し、障害者合同就職
面接会を開催したことにより、市内企
業での障害者の雇用促進につな
がった。
また、チラシの作成、障害者多数雇
用事業者の優遇措置を実施し、障害
者雇用に向けた支援を行うことで、
障害者雇用に向け市内企業の障害
者雇用に対する理解を深まった。
平成30年度の障害者の実雇用率が
2.16％となっており、雇用率が年々
上昇していることから、法定雇用率を
達成する見込みとなっている。

- 有 ・関係機関と連携し障害者合同就職
面接会等を開催し、雇用促進を図
る。
・障害者多数雇用事業者の優遇措
置を実施し、雇用促進と就労の安定
を図る。
・障害者の法定雇用率（民間企業）：
2.2％以上

・障害者合同就職面接会や障害者
がはたらく職場見学会等（4回）を開
催
・障害者雇用啓発チラシの配布
・障害者多数雇用事業者の優遇措
置を実施

産業政
策課

21 障害のある人の雇用
の機会を創出するた
め、既存の業種にとら
われず多様な業種連
携により、新たな分野
の開拓に努めます。

・ハローワークや就業・
生活支援センターとの
連携を図り雇用の促進
を図る。
・農福連携障害者就労
支援コーディネート事
業の実施

- 有 ・ハローワークや就業・生活支援セン
ターと連携を図り、雇用の促進を図
る。
・これまでの農福連携事業の成果を
踏まえ、農業分野での就労機会の
拡大を図るため、受託農作業や新規
受入農家の開拓を行う。
・農業実習体験により障害者の就農
や就労意欲の向上につなげる。

・ハローワークや就業・生活支援セン
ターと連携を図り、雇用の促進を図
る。
・上越ワーキングネットワークに農作
業受託の拡大に向けた委託業務を
発注し、農作業受託の窓口として、
継続の農作業を受託するとともに新
規の受入農家を開拓する。また、農
業・福祉の双方の意識や知識を高
めるための研修会を実施する。（2
回）
・農福連携の新たな取組みとして6次
産業化に向けたモデル事業の検討
を進める。

・受託農作業の拡大（継続）の取組
及び農業者・福祉事業所双方の意
識や知識を高めるための研修会（2
回）の実施を上越ワーキングネット
ワークに委託し、実施した。
　新規受入農業者：1事業者（7月末
時点）
　受託農作業23件（7月末時点）
　研修会：　①福祉事業所の農福連
携に　　関するスキルアップを図る研
修視察（10月中旬）　②農業者向け
に農福連携に関する理解を深めるセ
ミナー（11月下旬）
・6次産業化に向けた法人との協議
を行い、次年度からの事業開始の方
向で協議が整った。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） 受入農家の開拓、福祉事業所との
マッチング等のコーディネートによっ
て受入農業者と受託件数が増加し、
農業分野における就労機会を拡大
することができた。

- 有 ・就業・生活支援センター及び上越
ワーキングネットワークと連携し、受
託農作業や農業実習体験の新規受
入農家の開拓によって障害者の就
農や就労意欲の向上につなげるとと
もに農業分野での就労機会の拡大
を図る。

・上越ワーキングネットワークに農作
業受託の拡大に向けた委託業務を
発注し、農作業受託の窓口として、
継続の農作業を受託するとともに新
規の受入農家を開拓する。また、農
業者・福祉事業所双方の意識や知
識を高めるための研修会を実施す
る。

福祉課

22 就職を希望する障害の
ある人が一般就労でき
るよう就労や雇用の相
談、職場開拓や職場定
着の支援を行います。

・就業・生活支援セン
ターにおける相談支援
・ジョブサポーターを設
置しての就労支援

- 有 ・就労につながらず在宅で生活して
いる障害のある人への就労支援を
強化するため、就業・生活支援セン
ターにジョブサポーターを配置し、訪
問活動や就労後の定着支援に重点
を置いた取組を実施する。

・就業・生活支援センターにジョブサ
ポーターを配置し①就労前支援（就
労活動に係る意欲の増進等） ②訓
練支援（障害福祉事業所における訓
練実施に係る調整等） ③実習支援
（企業等における実習実施に係る調
整等） ④定着支援（対象者の就労定
着に向けた支援等） ⑤職場開拓（就
労先企業等の開拓）　を実施する。

・就業・生活支援センターにジョブサ
ポーターを配置し、在宅で生活して
いる障害のある人への訪問や実習
等の支援、職場開拓、職場定着に向
けた支援を実施した。
・支援状況（7月末時点）
　①就労前支援 　   37件
　②訓練支援　　     40件
　③実習支援  　　　 19件
　④定着支援　　　 115件
　⑤就労先・実習先開拓　9件
・就職者　（7月末時点）
　　一般企業　3人
　  障害福祉事業所　1人　合計4人

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・ジョブサポーターが中心となり、福
祉事業所やハローワーク、企業と連
携しながら、在宅で生活している障
害のある人の就労に向け、訪問や実
習等の支援、職場開拓、職場定着に
向けた支援を実施したことにより、一
般企業や福祉事業所での就労に結
びついている。

- 有 ・就業・生活支援センターにジョブサ
ポーターを配置し、在宅で生活して
いる障害のある人への訪問や実習
等の支援、職場開拓、職場定着に向
けた支援を実施する。
・就労前の支援にあっては、在宅で
生活している障害のある人から就労
意欲を持ってもらうため、継続してき
め細かな連絡や訪問を行い、実習
支援や就労につなげる。

・就業・生活支援センターにジョブサ
ポーターを配置し、①就労前支援（就
労活動に係る意欲の増進等） ②訓
練支援（障害福祉事業所における訓
練実施に係る調整等） ③実習支援
（企業等における実習実施に係る調
整等） ④定着支援（対象者の就労定
着に向けた支援等） ⑤職場開拓（就
労先企業等の開拓）　を実施する。

福祉課

23 仕事と家庭生活の調
和や女性の活躍推進
を実現できる職場環境
の改善を進める施策を
推進します。

・ワーク・ライフ・バラン
ス推進企業利子補給
補助金の実施
・周知チラシの配布、
企業訪問等での意識
啓発

- 有 ・ワーク・ライフ・バランス推進講座を
開催するほか広報誌や市のホーム
ページ及び事業所訪問等で情報提
供を行うことにより、事業者等に対す
る意識啓発に取り組み、職場環境の
改善につなげる。

・ワーク・ライフ・バランスを推進する
企業への利子補給補助
・ＨＰへの掲載やチラシの配布、企業
訪問等での意識啓発
・ワーク・ライフ・バランスの推進に向
けたセミナーの開催

・ワーク・ライフ・バランスを推進する
企業への利子補給補助　1件
・ＨＰへの掲載やチラシの配布、企業
訪問等での意識啓発
・ワーク・ライフ・バランスの推進に向
けたセミナーの開催（3回）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・ワーク・ライフ・バランス推進講座を
開催するほか広報誌や市のホーム
ページ等で情報提供を行うことによ
り、事業者等に対する意識啓発に取
り組み、職場環境の改善につなげ
た。

- 有 ・ワーク・ライフ・バランス推進講座を
開催するほか広報誌や市のホーム
ページ及び事業所訪問等で情報提
供を行うことにより、事業者等に対す
る意識啓発に取り組み、職場環境の
改善につなげる。

・ワーク・ライフ・バランスを推進する
企業への利子補給補助
・ＨＰへの掲載やチラシの配布、企業
訪問等での意識啓発
・ワーク・ライフ・バランスの推進に向
けたセミナーの開催

産業政
策課

・関係機関等と連携し、市内企業の
見学や就職ガイダンス等の開催及
び就職促進家賃補助を行い市内企
業等への就労を促す。
・インターンシップ登録事業所を増加
する。
・若手社員の早期離職を防止するた
めのセミナーを開催し、地元企業へ
の定着を促す。

・大学等の市内企業の見学2回
・就職ガイダンス等の開催
・就労促進家賃補助金の交付
・市内外の学校や市内事業所の訪
問
・若手社員の早期離職を防止するた
めのセミナー（新入社員、中堅社員、
管理職等を対象）を開催。

産業政
策課

- 有A：目標達成（100％） 事業の実施により、市内企業等への
就労支援を行い、地元企業への定
着を支援した。
インターンシップ登録事業者の増加
により、市内企業の採用の意欲が高
まり、地元企業への就労を促すこと
ができた。

- 有 ・関係機関等と連携し、市内企業の
見学や就職ガイダンス等の開催及
び就職促進家賃補助を行い市内企
業等への就労を支援する。
・インターンシップ登録事業所を増加
する。
・若手社員の早期離職を防止するた
めのセミナーを開催し、地元企業へ
の定着を支援する。

・大学等の市内企業の見学2回
・就職ガイダンス等の開催
・就労促進家賃補助金の交付
・市内外の学校や市内事業所の訪
問
・若手社員の早期離職を防止するた
めのセミナー（新入社員、中堅社員、
管理職等を対象）を開催。

・大学等の市内企業の見学　4回
・就職ガイダンス等の開催　2回
・就労促進家賃補助金の交付　30件
・市内外の学校や市内事業所の訪
問　　100件
・若手社員の早期離職を防止するた
めのセミナー（新入社員、中堅社員、
管理職等を対象）を5回開催した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

19 市内企業等への就労
を支援し、雇用の安定
につながる施策を推進
します。

・関係機関等と連携
し、市内企業の見学や
就職ガイダンス等の開
催
・雇用情報交換会にお
ける施策の検討
・インターンシップの促
進
・若手社員の早期離職
を防止するためのセミ
ナーの開催

3
　
誰
も
が
働
け
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く
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を
生
か
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計　　画 実績見込み

基
本
方
針

方向
性

予算
計上
の有
無

目　　標

具体的な取組内容

基
本
目
標

施策の方向
事業の実施状況

（取組内容における実施
率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　評　　価

担当課
計　　画

（具体的な取組内容）
目　　標

取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

第4次人まち計画での位置付け 令和2年度（案）

No. 事業内容 事業計画

令和元年度

②職業能
力や人材
の育成

24 ひとり親家庭の就労支
援を行います。

・母子・父子自立支援
員による就労支援や資
格取得のための費用
などを助成

- 有 ・安定した就労につながる支援を実
施し、ひとり親家庭の生活の安定と
経済的自立を図る。

・母子・父子自立支援員による就労
支援の実施
・資格取得のための費用などを助成
（自立支援教育訓練給付金、高等職
業訓練促進給付費、高等学校卒業
程度認定試験合格支援給付金）
・対象者への制度案内…手当や医
療費の申請に係る相談時や現況届
の通知時にチラシを配布

・母子・父子自立支援員による就労
支援を実施した
就労相談、履歴書の書き方、ハロー
ワークへの付き添い等を実施した
・資格取得のための費用などを助成
（自立支援教育訓練給付金、高等職
業訓練促進給付費、高等学校卒業
程度認定試験合格支援給付金）
【実績見込】
自立支援教育訓練給付金
　5件　321千円
高等職業訓練促進給付金
　4件　3,350千円
・対象者への制度案内…手当や医
療費の申請に係る相談時や現況届
の通知時にチラシを配布

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・ひとり親家庭への情報提供や相談
を通じて、職業能力の向上や求職活
動を支援することにより、生活の安
定と経済的自立につながっている。

- 有 ・安定した就労につながる支援を実
施し、ひとり親家庭の生活の安定と
経済的自立を図る。

・母子・父子自立支援員による就労
支援の実施
・資格取得のための費用などを助成
（自立支援教育訓練給付金、高等職
業訓練促進給付費、高等学校卒業
程度認定試験合格支援給付金）
・対象者への制度案内…手当や医
療費の申請に係る相談時や現況届
の通知時にチラシを配布

こども
課

25 障害者の就労機会の
拡充を図るための施策
を推進します。

・障害者資格取得支援
補助金の交付

- 有 ・障害者の就労機会の拡充を図る。
・障害者の法定雇用率（民間企業）：
2.2％以上

・障害者合同就職面接会の開催（2
回）
・障害者資格取得支援補助

・10月17日、2月19日に障害者合同
就職面接会を実施
・障害者資格取得支援補助　20件
・平成30年度の実雇用率が2.16％と
なっており、雇用率が年々上昇して
いることから、法定雇用率を達成す
る見込み

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） 関係機関と連携し、障害者合同就職
面接会を開催するとともに、障害者
資格取得補助を行い、障害者の就
労機会の拡充につなげた。
平成30年度の障害者の実雇用率が
2.16％となっており、雇用率が年々
上昇していることから、法定雇用率を
達成する見込みとなっている。

- 有 ・障害者の就労機会の拡充を図る。
・障害者の法定雇用率（民間企業）：
2.2％以上

・障害者合同就職面接会の開催（2
回）
・障害者資格取得支援補助

産業政
策課

26 あらゆる場面で女性の
能力が発揮できるよう
支援を行います。

・スキルアップを目的と
して認定職業訓練機関
が開催する各種講習
会の情報提供
・女性向け人材育成講
座の開催
・女性の再就職の支援
・関係団体が開催する
各種研修会等の情報
の男女共同参画推進
センターへの掲示、登
録女性団体等への提
供

- 有 ・男女共同参画推進センター講座、
出前講座の開催や、関係団体が開
催する各種研修会等の情報の掲示・
提供を通じて、市民へ意識の浸透を
図る。
・女性労働者の福祉の増進と地位の
向上に資する事業の実施及び相談
窓口の開設。

・センター講座及び出前講座におい
て、女性の能力発揮支援に関係す
る講座を各1回以上開催する。
・関係団体が開催する各種研修会等
の情報の男女共同参画推進セン
ターへの掲示、登録女性団体等へ
の提供
・雇用政策専門員による相談窓口の
開設（月1回）

・男女共同参画推進センター講座、
出前講座の開催や、関係団体が開
催する各種研修会等の情報の掲示・
提供を通じて、市民へ意識の浸透を
図った。
・実施講座：
　8/24「ファシリテーション基礎講座」
　3/8「いきいき働くこころとカラダづく
り」
・毎月事前予約制で雇用政策専門員
の相談窓口を開催した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・男女共同参画推進センター講座に
おいて、女性の能力発揮支援に関係
した講座を実施し、市民へ意識の浸
透を図ったことにより、女性が活躍で
きる社会づくりの取組を進めることが
できた。
・毎月相談窓口を開設し、再就職に
向けた助言を行った。

- 有 ・男女共同参画推進センター講座、
出前講座の開催や、関係団体が開
催する各種研修会等の情報の掲示・
提供を通じて、市民へ意識の浸透を
図る。
・女性労働者の福祉の増進と地位の
向上に資する事業の実施及び相談
窓口の開設。

・センター講座及び出前講座におい
て、女性の能力発揮支援に関係する
講座を各1回以上開催する。
・関係団体が開催する各種研修会等
の情報の男女共同参画推進セン
ターへの掲示、登録女性団体等への
提供。
・雇用政策専門員による相談窓口の
開設（月1回）

共生ま
ちづくり
課
（男女
共同参
画推進
セン
ター）

産業政
策課
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　　　　　　　　　評　　価

担当課
計　　画

（具体的な取組内容）
目　　標

取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

第4次人まち計画での位置付け 令和2年度（案）

No. 事業内容 事業計画

令和元年度

(1)誰もが健康な
生活を送るため
の健診の推進や
保健指導の充実
を図ります。

①健診・
保健指導
等の推進

27 安心して妊娠・出産を
迎える支援をするとと
もに、乳幼児の健やか
な成長発達を目指し、
妊婦や乳幼児の健康
診査や訪問指導などを
行います。

・妊婦一般健康診査費
公費負担
・乳幼児健康診査
・妊婦、産婦、新生児
への訪問指導
・低出生体重児等への
訪問指導

- 有 ・すべての妊婦が適切な時期に妊婦
一般健康診査を受診するよう促す。
・各乳幼児健康診査の平均受診率
90.0％以上を維持する。
・産婦及び新生児訪問を全数実施す
る。

・妊婦一般健康診査費公費負担（14
回）を継続する。
・乳幼児健康診査の実施と未受診者
への受診勧奨を行う。
・妊産婦・新生児訪問・こんにちは赤
ちゃん訪問および低出生体重児等
への訪問指導を実施する。

・妊婦一般健康診査費公費負担（14
回）を継続した。
・乳幼児健康診査の実施と未受診者
への受診勧奨を行った。
　平均受診率（見込）：95.0％
・妊産婦・新生児訪問、こんにちは赤
ちゃん訪問及び低出生体重児等へ
の訪問指導を実施した。
　訪問実施率(見込）：99.2％

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・妊婦一般健康診査費公費負担を継
続し、適切な時期に受診するよう妊
婦への周知を行い、受診につながっ
ている。
・乳幼児健康診査受診率は目標を達
成する見込みである。未受診者に対
しては、はがきや電話、家庭訪問等
による受診勧奨を行うことで受診に
つながっている。
・産婦・新生児訪問については、長期
入院や長期里帰り等により訪問でき
ない家庭以外は、助産師・保健師に
よる訪問を実施したことで、安心して
育児に迎えることにつながっている。

- 有 ・すべての妊婦が適切な時期に妊婦
一般健康診査を受診するよう促す。
・各乳幼児健康診査の平均受診率
90.0％以上を維持する。
・産婦及び新生児訪問を全数実施す
る。

・妊婦一般健康診査費公費負担（14
回）を継続する。
・乳幼児健康診査の実施と未受診者
への受診勧奨を行う。
・妊産婦・新生児訪問、こんにちは赤
ちゃん訪問および低体重児等への訪
問指導を実施する。

健康づ
くり推進
課

28 乳幼児や小学生など
の感染症予防のため、
予防接種を行います。

・各種予防接種の実施 - 有 乳幼児、小学生等を対象に予防接
種を実施し、平均予防接種率90％以
上を確保する。

乳幼児・小学生の予防接種につい
て、ホームページ掲載、個別通知、
出生届出時や乳幼児健診時での説
明、電子母子手帳アプリのお知らせ
機能、保育園・幼稚園でのポスター
掲示により、引き続き接種勧奨に努
める。

乳幼児・小学生の予防接種につい
て、ホームページ掲載、個別通知、
出生届出時や乳幼児健診時での説
明、電子母子手帳アプリのお知らせ
機能、保育園・幼稚園でのポスター
掲示により、接種勧奨を行った。
　接種率（見込み）：94.71％

A：計画どおりすべて実
施（100％）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・乳幼児や小学生の予防接種につい
て、ホームページ掲載、個別通知、
出生届時や乳幼児健診での説明、
保育園や幼稚園でのポスター掲示に
よる勧奨を行い、接種につながって
いる。

- 有 乳幼児、小学生等を対象に予防接
種を実施し、平均予防接種率90％以
上を確保する。

乳幼児・小学生の予防接種につい
て、ホームページ掲載、個別通知、
出生届出時や乳幼児健診時での説
明、電子母子手帳アプリのお知らせ
機能、保育園・幼稚園でのポスター
掲示により、引き続き接種勧奨に努
める。

健康づ
くり推進
課

29 幼児期における歯質
の向上を図るため、歯
科健診や歯の衛生に
関する相談、周知、啓
発に取り組みます。

・歯科医師の診察、相
談
・ブラッシング指導
・歯の衛生に関する周
知、啓発
・フッ化物歯面塗布
（フッ素塗布）

- 有 ・生活リズムを基盤とした体づくりと、
咀嚼や嚥下等の口腔機能を獲得す
るための食生活の実践を推進する。
・保護者による適切なブラッシングの
実践
・3歳児のむし歯有病率を10%にす
る。
・5歳児のむし歯有病率を30%にす
る。

・歯科医師の診察、相談を実施。
・ブラッシング指導を実施。
・歯の衛生に関する周知、啓発を行
う。
・フッ化物歯面塗布（フッ素塗布）を
実施。

・歯科医師の診察、相談を実施した。
・ブラッシング指導を実施した。
・歯の衛生に関する周知、啓発を実
施した。
・フッ化物歯面塗布（フッ素塗布）を実
施した。

・3歳児のむし歯有病率:7.4%
・5歳児のむし歯有病率:28.3%

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・1歳児健診から3歳児健診まで半年
ごとの歯科健診及び相談、歯科健康
教育、フッ化物歯面塗布（希望者）を
実施することで、むし歯有病率の減
少につながっている。
・1歳児と2歳6か月児健診で集団の
ブラッシング指導、その他の健診でも
個別のブラッシング指導を実施する
ことで、保護者の適切なブラッシング
の理解につながっている。

- 有 ・生活リズムを基盤とした体づくりと、
咀嚼や嚥下等の口腔機能を獲得す
るための食生活の実践を推進する。
・保護者による適切なブラッシングの
実践
・3歳児のむし歯有病率を10%以下で
維持する。
・5歳児のむし歯有病率を30%以下で
維持する。

・歯科医師の診察、相談を実施。
・ブラッシング指導を実施。
・歯の衛生に関する周知、啓発を行
う。
・フッ化物歯面塗布（フッ素塗布）を実
施。

健康づ
くり推進
課

保育課

学校教
育課

30 乳幼児の基礎的な食
習慣や生活リズムの
確立のための学習機
会を設けます。

・生活習慣の確認
・子どもの発育、発達
についての講話、相談
・バランス食の学習

- 有 ・乳幼児期の生活習慣の確立のた
め、健康学習を実施する。（年200回
以上）

・乳幼児健診・離乳食相談会・保育
園における健康学習を実施する。

・乳幼児健診、離乳食相談会、保育
園における健康学習を実施した。
実施回数（見込）：年間304回

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・乳幼児健診や離乳食相談会、保育
園において生活習慣の確立のため
の健康学習を繰り返し実施している
ことで、保護者の適切な生活習慣の
理解につながっている。

- 有 ・乳幼児期の生活習慣の確立のた
め、健康学習を実施する。（年200回
以上）

・乳幼児健診、離乳食相談会、保育
園における健康学習を実施する。

健康づ
くり推進
課

31 障害のある人と付き添
いの家族を対象とし
た、安全・安心に受診
できる環境を整えた健
康診査を実施します。

・予約制の健康診査を
実施
・送迎、介助、車いす
による対応

- 有 ・障害のある人の生活習慣病の予防
に努め健康増進を図るため、健康診
査を年2回実施する。
受診者数見込120人。

・送迎、介助、車いすによる対応を行
う。
・健診カレンダー、ホームページで障
害のある人の健診について広く周知
を図る。
・ホームページでは読み上げ機能に
より、視覚障害の方に対応する。

・送迎、介助、車いすによる対応を
行った。
・健診カレンダー、ホームページで障
害のある人の健診について広く周知
を図った。
・ホームページでは読み上げ機能に
より、視覚障害の方に対応した。
・健康診査を年2回実施
　　受診者数見込120人

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・障害のある人の生活習慣病の予防
に努め健康増進を図るため、健康カ
レンダー等で健診の周知と、送迎、
介助、車いすによる対応による健康
診査を2回実施し、障害のある人の
健診につながった。

- 有 ・障害のある人の生活習慣病の予防
に努め健康増進を図るため、健康診
査を年2回実施する。
受診者数見込120人。

・送迎、介助、車いすによる対応を行
う。
・健診カレンダー、ホームページで障
害のある人の健診について広く周知
を図る。
・ホームページでは読み上げ機能に
より、視覚障害の方に対応する。

健康づ
くり推進
課

32 後期高齢者の健康増
進や重症化予防等の
ために健康診査や各
種がん検診を実施しま
す。

・市が実施する健康診
査、胃がん検診、大腸
がん検診、肺がん検診
等の各種健診は、70
歳以上は無料。

- 有 ・後期高齢者の生活習慣病の予防
に努め健康増進を図るため、健康診
査を実施する。
　受診者数見込6,740人
・がんの早期発見、早期治療に結び
つけるため各種がん検診を実施す
る。
　受診者数見込
　 胃がん7,605人、肺がん18,234人、
大腸がん14,827人

・過去5年間に健（検）診を受けた人
への個別通知、町内会や老人会の
健康講座などを通じて健康診査や各
種がん検診の受診を促していく。

・過去5年間に健（検）診を受けた人
への個別通知、町内会や老人会の
健康講座などを通じて健康診査や各
種がん検診の受診を促した。

・健康診査の実施　見込6,740人
・各種がん検診を実施。
　 見込：胃がん7,605人、肺がん
18,234人、大腸がん14,827人

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・後期高齢者の生活習慣病の予防
に努め健康増進を図るため、過去5
年間に健（検）診を受診した人に対し
て個別通知の実施、健康講座などを
通じて健康診査や各種がん検診の
受診を促したことで、健（検）診受診
につながった。

- 有 ・後期高齢者の生活習慣病の予防
に努め健康増進を図るため、健康診
査を実施する。
　受診者数見込6,740人
・がんの早期発見、早期治療に結び
つけるため各種がん検診を実施す
る。
　受診者数見込
　 胃がん7,605人、肺がん18,234人、
大腸がん14,827人

・過去5年間に健（検）診を受けた人
への個別通知、町内会や老人会の
健康講座などを通じて健康診査や各
種がん検診の受診を促していく。

健康づ
くり推進
課

(2)誰もが安心し
て適切な医療が
受けられるよう医
療体制の充実を
図ります。

①地域医
療体制の
充実

33 平日夜間や休日など
における急患患者に対
して、応急的な診療を
行います。

・年間を通じた休日・夜
間診療所の開設

- 有 ・年間を通じて休日・夜間診療所を
平日夜間及び休日等に開設し、救
急医療体制の構築に向けて軽症患
者に対する初期救急医療を提供す
る。
（診療所開設日数：365日）

・年間を通じて休日・夜間診療所を
開設し、時間外診療を提供

・年間を通じて休日・夜間診療所を開
設し、時間外診療を提供した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・年間を通じて休日・夜間診療所を平
日夜間及び休日等に開設し、救急医
療体制の構築に向けて軽症患者に
対する初期救急医療を提供できた。
（診療所開設日数：365日）

- 有 ・年間を通じて休日・夜間診療所を
平日夜間及び休日等に開設し、救
急医療体制の構築に向けて軽症患
者に対する初期救急医療を提供す
る。
（診療所開設日数：365日）

・年間を通じて休日・夜間診療所を開
設し、時間外診療を提供

健康づ
くり推進
課
（地域
医療推
進室）

34 中山間地やへき地に
おける地域住民の健
康を保持し、安心して
生活することができる
よう、診療所を開設・運
営します。

・各診療所の開設
常設診療所 7施設
出張診療所 1施設

- 有 ・各地域における医療不安の解消及
び地域住民が安心して健康で暮ら
せるよう支援する。
（診療所開設数：8施設）

・医師を確保し、診療所を開設するこ
とにより、各地域における医療不安
の解消及び地域住民が安心して健
康で暮らせるよう支援

・医師を確保し、診療所を開設するこ
とにより、各地域における医療不安
の解消及び地域住民が安心して健
康で暮らせるよう支援した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・診療所8施設を開設し、各地域にお
ける医療不安の解消及び地域住民
が安心して健康で暮らせるよう支援
できた。

- 有 ・各地域における医療不安の解消及
び地域住民が安心して健康で暮ら
せるよう支援する。
（診療所開設数：8施設）

・医師を確保し、診療所を開設するこ
とにより、各地域における医療不安
の解消及び地域住民が安心して健
康で暮らせるよう支援

健康づ
くり推進
課
（地域
医療推
進室）

35 市街地の医療機関へ
の通院支援を行うこと
により、医療不安の軽
減を図ります。

・中ノ俣地区における
患者輸送車の定期運
行
・吉川区川谷地区にお
ける患者輸送バスの
定期運行

- 有 ・無医地区及び準無医地区における
医療不安を軽減するため、通院支援
のための車両を継続して運行する。
（運行日数：中ノ俣・週2回、吉川区
川谷・毎週月～金）

・無医地区及び準無医地区における
医療不安を軽減するため、通院支援
のための車両を運行

・無医地区及び準無医地区における
医療不安を軽減するため、通院支援
のための車両を運行した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・無医地区及び準無医地区における
医療不安を軽減するため、車両を継
続して運行し、通院支援できた。
（運行日数：中ノ俣・週2回、吉川区川
谷・毎週月～金）

- 有 ・無医地区及び準無医地区における
医療不安を軽減するため、通院支援
のための車両を継続して運行する。
（運行日数：中ノ俣・週2回、吉川区
川谷・毎週月～金）

無医地区及び準無医地区における
医療不安を軽減するため、通院支援
のための車両を運行

健康づ
くり推進
課
（地域
医療推
進室）
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第4次人まち計画での位置付け 令和2年度（案）

No. 事業内容 事業計画

令和元年度

(3)誰もが健やか
に安心して暮らせ
るよう各種支援を
推進します。

①高齢者
福祉の推
進

36 要援護高齢者などへ
積極的に訪問し、生活
情報を収集するととも
に、地域包括支援セン
ターの運営内容につい
て情報を発信します。

・訪問による実態把握
と情報発信
・地域包括支援セン
ター職員の研修会開
催

- 有 ・訪問による高齢者の生活の実態把
握を行い、高齢者支援等についての
情報提供を行うとともに、地域の高
齢者の実態と地域に存在する隠れ
た問題やニーズを把握する。
・地域包括支援センター職員の研修
会を開催し、職員の資質向上とセン
ターの機能強化を図る。

・訪問による実態把握と情報発信、
情報収集
・地域包括支援センター職員の研修
会開催（年6回）

・訪問による実態把握と情報発信、
情報収集を行った
・地域包括支援センター職員の研修
会を開催した。（年6回）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） 訪問による実態把握を通して地域に
おけるニーズの把握などを行ってい
るほか、地域包括支援センター職員
を対象とした各種研修会を開催した
結果、相談対応能力の向上につな
がった。

- 有 ・訪問による高齢者の生活の実態把
握を行い、高齢者支援等についての
情報提供を行うとともに、地域の高
齢者の実態と地域に存在する隠れ
た問題やニーズを把握する。
・地域包括支援センター職員の研修
会を開催し、職員の資質向上とセン
ターの機能強化を図る。

・訪問による実態把握と情報発信、
情報収集
・地域包括支援センター職員の研修
会開催

すこや
かなくら
し包括
支援セ
ンター

37 介護保険事業計画に
基づく介護保険サービ
スの拡充を図り、必要
な保険給付を行いま
す。

・介護保険サービスの
拡充
・必要な介護保険給付

- 有 ・第７期介護保険事業計画に基づ
き、必要な介護保険サービスの給付
を行う。

・必要な介護保険サービスの給付
・介護保険サービスの利用実績を分
析し、第７期介護保険事業計画の検
証を行う。

・第7期介護保険事業計画に基づき、
必要な介護保険サービスの給付を
実施した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・第7期介護保険事業計画に基づき
必要な介護保険サービスの給付を
実施した。
・介護保険サービスの利用実績を分
析し、第7期介護保険事業計画の検
証を実施した。

- 有 ・第７期介護保険事業計画に基づ
き、必要な介護保険サービスの給付
を行う。

・必要な介護保険サービスの給付
・介護保険サービスの利用実績を分
析し、第７期介護保険事業計画の検
証を踏まえ、第8期介護保険事業計
画の検討を行う。

高齢者
支援課

38 すこやかサロンを始
めとした地域支え合
い事業を実施し、高
齢者の閉じこもりを
予防するとともに介
護予防を推進しま
す。

・生活習慣病予防や運
動・口腔ケア等による
介護予防
・社会交流による閉じ
こもりの予防
・身体機能評価の実施

- 有 ・28の地域自治区において、地域支
え合い事業を実施し、生活習慣病予
防や運動・口腔ケア等による介護予
防に向けた介護予防等の取組を実
施する。
・住民組織化が図られていない地域
自治区において、住民組織化に向け
た関係者との協議を継続して実施す
る。

・生活習慣病予防や運動・口腔ケア
等による介護予防に向けた介護予
防教室の実施　1,361回
・社会交流による閉じこもりの予防に
向けたサロン等の実施　3,684回
・身体機能評価の実施　年1回
・住民組織化が図られていない地域
自治区での住民組織化に向けた協
議の実施

・生活習慣病予防や運動・口腔ケア
等による介護予防に向けた介護予
防教室を実施した（1,304回）。
・社会交流による閉じこもりの予防に
向けたサロン等を実施した（2,380
回）。
・身体機能評価を実施した（年1回）。
・住民組織化が図られていない地域
自治区での住民組織化に向けた協
議を実施した。

B：計画をほぼ実施
（80％以上）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・生活習慣病予防や運動・口腔ケア
等による介護予防の実施が予定の
99％実施できた。
・社会交流による閉じこもり予防への
実施回数が予定の65％となる見込
み。新たに住民組織化された地域自
治区では、初年度はサロンの実施回
数を増やさず、できる範囲で実施し
ていることが実施回数の減の要因と
なっている。
・身体機能の評価の実施を年1回実
施し予定の100％を実施した。
・住民組織化が図られていない地域
自治区で住民組織化の協議の実施
を行い、令和元年度住民組織化を図
る地区を1地区を予定している。

- 有 ・28の地域自治区において、地域支
え合い事業を実施し、生活習慣病予
防や運動・口腔ケア等による介護予
防の取組を実施する。
・住民組織化が図られていない地域
自治区において、住民組織化に向け
た関係者との協議を継続して実施す
る。

・生活習慣病予防や運動・口腔ケア
等による介護予防に向けた介護予
防教室の実施　1,320回
・社会交流による閉じこもりの予防に
向けたサロン等の実施　2,400回
・身体機能評価の実施　年1回
・住民組織化が図られていない地域
自治区での住民組織化に向けた協
議の実施

高齢者
支援課

39 一人暮らし高齢者など
の安定した食の確保と
定期的な安否確認の
ために配食サービスを
実施し、高齢者が自立
した生活を送ることが
できるように支援しま
す。

・高齢者に配食サービ
スの提供

- 有 ・ケアマネージャー等のアセスメント
に基づき、必要な人に適切にサービ
スを提供する。

・引き続き、事業の周知を図り、必要
な人に適切にサービスを提供する。

・ケアマネージャー等のアセスメント
に基づき、必要な人に適切にサービ
スを提供した。
　：配食数 79,466食

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・ケアマネージャー等のアセスメント
に基づき、必要な人に適切にサービ
スを提供し、高齢者の自立した生活
を支援できた。

- 有 ・ケアマネージャー等のアセスメント
に基づき、必要な人に適切にサービ
スを提供する。

・引き続き、事業の周知を図り、必要
な人に適切にサービスを提供する。

高齢者
支援課

40 高齢者にシニアパス
ポートを交付し、外出
のきっかけにしてもらう
ほか、家族や仲間との
交流を深めながら健康
を維持し、生きがいの
ある充実した生活がで
きるよう支援します。

・32施設で高齢者の施
設使用料（利用料金）
の減免を実施する。

- 有 ・高齢者に外出するきっかけを提供
し、家族や仲間との交流を深めるこ
とで健康維持及び生きがいのある充
実した生活を送る手助けとする。

・シニアパスポート対象施設利用時
に、半額相当を減免することで、高
齢者に外出するきっかけを提供す
る。（施設には市から減免補てん金
を交付）
・シニアパスポートの制度や適切な
利用について周知を行う。

・シニアパスポート対象施設利用時
に、半額相当を減免することで、高齢
者に外出するきっかけを提供した。
（施設には市から減免補てん金を交
付…199,600件分43,806千円）
・シニアパスポートの制度や適切な
利用について周知した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・高齢者に温浴施設等の利用を通じ
て外出を促すことにより、閉じこもり
を予防するとともに、家族や仲間との
交流を深め、健康を維持し、生きが
いのある充実した生活を送る手助け
となった。

- 有 ・高齢者に外出するきっかけを提供
し、家族や仲間との交流を深めるこ
とで健康維持及び生きがいのある充
実した生活を送る手助けとする。

・シニアパスポート対象施設利用時
に、半額相当を減免することで、高齢
者に外出するきっかけを提供する。
（施設には市から減免補てん金を交
付）
・シニアパスポートの制度や適切な
利用について周知を行う。

高齢者
支援課

41 スポーツ大会や作品展
など、各種事業を開催
し、高齢者の生きがい
づくり・健康づくりと出
番の創出を図ります。

・スポーツ大会や作品
展等の開催

- 有 ・スポーツや趣味活動などを通し、高
齢者同士の交流や市民との交流を
深め、高齢者の健康増進と生きがい
づくりに寄与する。
　：シニアスポーツ大会
　　　13地区で実施　3,600人
　：シニアゲートボール大会等
　　　7地区で開催　790人
　：シニア作品展
　　　出展　440点、来場者1,800人

・老人クラブ連合会を通じ、単位老人
クラブに参加を促す。
・大会等の開催について、報道機関
に情報提供を行い、事業のPRを行
う。
・老人クラブ連合会等と事業の活性
化に向けた意見交換を行う。

・老人クラブ連合会を通じ、単位老人
クラブに参加を促した。
・大会等の開催について、報道機関
に情報提供を行い、事業のPRを行っ
た。
・老人クラブ連合会等と事業の活性
化に向けた意見交換を行った。
　：シニアスポーツ大会
　　　13地区で実施　3,349人
　：シニアゲートボール大会等
　　　7地区で開催　610人
　：シニア作品展
　　　出展　440点、来場者1,800人
　：老人クラブ連合会との意見交換
　　　5回実施
　（ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞｺﾞﾙﾌの取組等について）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・スポーツ大会や作品展の開催等を
通じて、高齢者同士の交流や世代間
の交流を促進し、高齢者の生きがい
と健康づくりにつなげることができ
た。
・老人クラブなどの会員数が減少傾
向にあることなどから、参加者数等
は年間目標を下回る見込みであるこ
とから、引き続き老人クラブ連合会を
通じて、参加を促していくこととした。

- 有 ・スポーツや趣味活動などを通し、高
齢者同士の交流や市民との交流を
深め、高齢者の健康増進と生きがい
づくりに寄与する。

・老人クラブ連合会を通じ、単位老人
クラブに参加を促す。
・大会等の開催について、報道機関
に情報提供を行い、事業のPRを行
う。

高齢者
支援課

42 活力ある地域づくりの
推進役を担う高齢者の
活動と活躍の場づくり
のため、シルバー人材
センターへの支援を実
施します。

・シルバー人材セン
ターへの補助金の交
付

- 有 ・高齢者に対し就業を通じて生きが
いの場を提供する、シルバー人材セ
ンターを支援することにより、高齢者
の就業機会の創出と地域社会の活
性化を推進する。

・活力ある地域づくりの推進役を担う
高齢者の活動と活躍の場づくりのた
め、シルバー人材センターへの支援
を実施する。
上越市シルバー人材センター補助
金
　金額　17,801千円

・活力ある地域づくりの推進役を担う
高齢者の活動と活躍の場づくりのた
め、シルバー人材センターへの支援
を実施した。
上越市シルバー人材センター補助金
　金額　17,801千円

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・高齢者に対し、就業を通じて生きが
いの場を提供するシルバー人材セン
ターへ補助を行うことにより、高齢者
の就業機会の創出と地域社会の活
性化を推進できた。

- 有 ・高齢者に対し、就業を通じて生きが
いの場を提供するシルバー人材セン
ターを支援することにより、高齢者の
就業機会の創出と地域社会の活性
化を推進する。

・活力ある地域づくりの推進役を担う
高齢者の活動と活躍の場づくりのた
め、シルバー人材センターへの支援
を実施する。

高齢者
支援課

43 会員同士の交流を深
め、高齢者の生きがい
と健康づくりの推進を
図るため、老人クラブ
及び老人クラブ連合会
に補助金を交付し、活
動を支援します。

・老人クラブへの補助
金の交付

- 有 ・会員同士の交流を深め、高齢者の
生きがいと健康づくりの増進を図る
ため、老人クラブ及び老人クラブ連
合会の活動を支援する。また、各連
合会を統括する上越市老人クラブ連
合会連絡協議会の活動を支援し、連
合会同士の連携を推進する。

・老人クラブへの補助金を交付し、活
動を支援する。
　：老人クラブへの補助金
　　 老人クラブ連合会加入クラブ
　　　　交付額　17,039千円
　　 老人クラブ連合会未加入団体
　　　　交付額　785千円
　：老人クラブ連合会への補助金
　　　　交付額　6,534千円（活動費）
　　　　交付額　200千円（事務費）
　　　　交付額　1,200千円
　　　　　　　　（活動活性化）

・老人クラブへの補助金を交付し、活
動を支援した。
　：単位老人クラブへの補助金
　　 老人クラブ連合会加入クラブ
　　　　交付額　16,301千円
　　 老人クラブ連合会未加入団体
　　　　交付額　841千円
　：老人クラブ連合会への補助金
　　　　交付額　6,526千円（活動費）
　　　　交付額　200千円（事務費）
　　　　交付額　1,200千円
　　　　　　　　（活動活性化）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・老人クラブ連合会に加入しているク
ラブ、老人クラブ連合会に加入してい
ない団体、及び老人クラブ連合会の
事業費等の一部を助成し、高齢者の
健康保持増進活動、交流友愛活動
及び地域福祉活動を活性化するとと
もに、高齢者の生きがいと健康づくり
につなげることができた。

- 有 ・会員同士の交流を深め、高齢者の
生きがいと健康づくりの増進を図る
ため、老人クラブ及び老人クラブ連
合会の活動を支援する。また、各連
合会を統括する上越市老人クラブ連
合会連絡協議会の活動を支援し、連
合会同士の連携を推進する。

・老人クラブへの補助金を交付し、活
動を支援する。
　：単位老人クラブへの補助金
　　 老人クラブ連合会加入クラブ
　　 老人クラブ連合会未加入団体
　：老人クラブ連合会への補助金

高齢者
支援課
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第4次人まち計画での位置付け 令和2年度（案）

No. 事業内容 事業計画

令和元年度

44 高齢者の生きがいの
充実を図るため、創作
活動の発表の場や世
代を超えた交流の場を
提供します。

・シニアセンターにおけ
る常設ギャラリーの展
示、談話室の提供

- 有 シニアセンター（本町ふれあい館及
び直江津ふれあい館）を設置するこ
とにより、高齢者の創作活動の発表
の場及び世代を超えた交流の場を
提供し、高齢者の生きがいの充実を
図る。
入館者数
　：本町ふれあい館　　　10,300人
　：直江津ふれあい館　   3,100人

・毎月の広報上越で作品展示及び
作品展示の募集について周知を行
う。
・公民館等で活動している団体など
新規利用団体による展示が増えるよ
う、周知を図る。

・毎月の広報上越で作品展示及び作
品展示の募集について周知した。
・公民館等で活動している団体など
新規利用団体による展示が増えるよ
う、周知を図った。
入館者数
　：本町ふれあい館　　　11,700人
　：直江津ふれあい館　 2,900人

A：計画どおりすべて実
施（100％）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・シニアセンターにおける作品展示や
談話室の提供を通じ、高齢者の創作
活動や世代を超えた交流が促進さ
れ、生きがいづくりや社会参加を促
すことができた。
・入館者数は目標を下回る見込みで
あることから、引き続き広報上越に
作品展示の募集記事を掲載するな
ど、入館者数の増加に向けた取組を
行うこととした。

- 有 ・シニアセンター（本町ふれあい館及
び直江津ふれあい館）を設置するこ
とにより、高齢者の創作活動の発表
の場及び世代を超えた交流の場を
提供し、高齢者の生きがいの充実を
図る。

・毎月の広報上越で作品展示及び作
品展示の募集について周知を行う。
・公民館等で活動している団体など
新規利用団体による展示が増えるよ
う、周知を図る。

高齢者
支援課

45 高齢者に関連した行政
情報をラジオにより的
確にわかりやすく発信
します。

・FM放送による、交通
事故やクマ出没、特殊
詐欺への注意喚起な
どのタイムリーな情報
提供

- 有 ・コミュニティFM放送に出演する職員
がラジオ放送で分かりやすく話すた
めの技術を学ぶ機会を作る。

・コミュニティFM放送に出演する職員
向けに、ラジオ放送で分かりやすく
話す技術を学ぶアナウンス研修を2
回実施する。

職員向けのアナウンス研修を2回実
施した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・職員向けのアナウンス研修を2回実
施した。

- 有 ・コミュニティFM放送に出演する職員
がラジオ放送で分かりやすく話すた
めの技術を学ぶ機会を作る。

・コミュニティFM放送に出演する職員
向けに、ラジオ放送で分かりやすく話
す技術を学ぶアナウンス研修を2回
実施する。

広報対
話課

②障害者
福祉の推
進

46 障害のある人の生活を
地域全体で支えるた
め、上越市自立支援協
議会を開催し、関係者
の連携強化を図り、住
み慣れた地域で暮らす
ことができるまちづくり
を進めます。

・地域の障害者福祉に
関する全体協議会、専
門部会等の各種会議
の開催

- 有 ・上越市自立支援協議会の開催を
通じて、地域の障害者福祉に関する
課題解決に向けた議論を進め、市の
施策に反映する。
【上越市自立支援協議会の開催】
　全体会議（年3回）、専門部会（年3
回程度）、実務担当者会議（年2回程
度）

・自立支援協議会において、地域生
活支援拠点等の運営方法等につい
て意見交換を行う。また、専門部会
における検討結果を含めた活動報
告書を作成する。
・各専門部会にて障害のある子ども
等に係る支援策等について集中的
に検討する。
・実務担当者会議にて地域課題の
抽出等を行う。

・自立支援協議会において、地域生
活支援拠点等の運営方法等につい
て意見交換を行った。また、専門部
会における検討結果を含めた活動
報告書を作成した。

・各専門部会にて障害のある子ども
等に係る支援策等について集中的
に検討した。（年3回程度）

・実務担当者会議にて地域課題の抽
出等を行った。　（年2回程度）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・全体会議における地域生活支援拠
点等の運営方法等についての意見
交換を踏まえ、地域生活支援拠点等
運営事業者の指定を行うことができ
た。
・各専門部会での議論を踏まえなが
ら、「放課後等デイサービスにおける
基本的な考え方」の策定や「障害福
祉サービス施設ハンドブック」の改定
を行うことができた。

- 有 ・上越市自立支援協議会の開催を
通じて、地域の障害者福祉に関する
課題解決に向けた議論を進め、市の
施策に反映する。
【上越市自立支援協議会の開催】
　全体会議（年5回）

・上越市自立支援協議会の開催を通
じて、次期上越市障害者福祉計画の
改定を行う。

福祉課

47 障害福祉サービスの
拡充を図り、障害のあ
る人が自立した地域生
活が送ることができる
よう支援します。

・障害福祉サービスの
給付を行い、障害のあ
る人の生活支援を行
う。

- 有 ・障害福祉サービスの給付により、
障害のある人の自立生活を支え、経
済的負担の軽減を図る。
・障害福祉の相談支援専門員及び
福祉事業所と連携し、福祉サービス
を必要とする人への適切な支援を実
施する。

・障害福祉サービスの給付による生
活支援を行う（ヘルパーによる家事
支援、障害福祉事業所への通所、
短期入所施設の利用など）。
・新たな助成制度について適切に給
付を行う。（高齢障害者の助成）（児
童発達支援無償化）

・支援が必要である障害のある方に
対し、相談支援専門員と連携し、障
害福祉サービスの利用につなげ、障
がいのある人の支援を行った。
・新たな助成制度について対象者の
抽出を行った。年内に給付を行うとと
もに、給付の手続きの流れを整理す
る。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・障害福祉サービスの給付により、
障害のある人の自立生活を支え、経
済的負担の軽減を図ることができ
た。

- 有 ・障害福祉サービスの給付により、
障害のある人の自立生活を支え、経
済的負担の軽減を図る。
・障害福祉の相談支援専門員及び
福祉事業所と連携し、福祉サービス
を必要とする人への適切な支援を実
施する。

・福祉課窓口での相談や、関係機関
（相談支援事業所、障害福祉サービ
ス事業所、医療機関等）と連携し、障
害のある人に対し、必要な福祉サー
ビスの利用につなげていく。

福祉課

48 心身に障害のある人
の経済的負担を軽減
するため、医療費の支
給や助成を行います。

・重度心身障害者に対
する医療費の助成及
び自立支援医療費の
支給
・各種手当の支給
・心身障害者扶養共済
制度掛金及び精神障
害者入院医療費の助
成

- 有 ・医療費の助成や手当を給付するこ
とにより、障害のある人の経済的負
担を軽減する。

・医療費の助成や手当を給付する。
　5,169人 　460,360千円

・医療費の助成や手当を給付。
　重度心身障害者医療費助成
　5,169人 　460,360千円

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・医療費の助成や手当を給付し、障
害のある人の経済的負担を軽減でき
た。

- 有 ・医療費の助成や手当を給付するこ
とにより、障害のある人の経済的負
担を軽減する。

・医療費の助成や手当を給付する。 福祉課

49 心身に障害を有する児
童及び保育において
配慮が必要と認められ
る児童に対して保育を
実施します。

・特別な配慮が必要と
認められる児童の保育

- 有 ・集団保育が可能な障害のある子ど
もに対して、保育を提供する。

・障害者手帳や療育手帳の交付を
受けている児童のほか、個別に配慮
を必要とする、いわゆる「気になる
子」を受け入れる。
　実利用者見込み　　371人

・障害者手帳や療育手帳の交付を受
けている児童のほか、個別に配慮を
必要とする、いわゆる「気になる子」
を受け入れる。
　実利用者　　371人

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・集団保育が可能な障害のある子ど
もに対して、適切に保育サービスを
提供できた。

- 有 ・集団保育が可能な障害のある子ど
もに対して、保育を提供する。

・障害者手帳や療育手帳の交付を受
けている児童のほか、個別に配慮を
必要とする、いわゆる「気になる子」
を受け入れる。
　実利用者見込み　　371人

保育課

50 発達等に不安を抱える
保護者からの相談を受
け、必要な療育サービ
スを提供して、子ども
がすこやかに育つこと
ができるよう支援しま
す。

・子どもの発達及び発
育に関する相談を実施
・言葉や認知、社会性
等の発達を促す療育を
実施
・保護者の疾病等によ
り子どもを預かる障害
児一時保育を実施

- 有 ・子どもの発育、発達に関する相談
や、発達を促す療育を実施し、子ど
ものすこやかな育ちを支援する。
・事故防止に努め、安全安心な障害
児一時保育を実施し、保護者の負担
軽減を図る。

・子どもの発育、発達に関する相談
や、発達を促す療育支援を実施す
る。
・事故やけがのない障害児一時保育
を実施する。
　障害児一時保育利用延件数（見込
み）　35件

・子どもの発育、発達に関する相談
や、発達を促す療育支援を実施す
る。
相談延べ件数見込み2,000件
療育延べ件数見込み7,700件
・事故やけがのない障害児一時保育
を実施する。
　障害児一時保育利用延件数（見込
み）　70件

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） 子どもの発育、発達に関する相談
や、発達を促す療育支援を実施する
とともに、障害児一時保育を実施し、
保護者の負担軽減を図ることができ
た。

- 有 ・子どもの発育、発達に関する相談
や、発達を促す療育を実施し、子ど
ものすこやかな育ちを支援する。
・事故防止に努め、安全安心な障害
児一時保育を実施し、保護者の負担
軽減を図る。

・子どもの発育、発達に関する相談
や、発達を促す療育支援を実施す
る。
・事故やけがのない障害児一時保育
を実施する。
　障害児一時保育利用延件数（見込
み）　70件

すこや
かなくら
し包括
支援セ
ンター
（こども
発達支
援セン
ター）

51 障害のある人の日常
生活における便宜を図
るため、日常生活用具
の給付などを行いま
す。

・日常生活用具の給付
・補装具の購入費や修
理費の支給

- 有 ・障害のある人が必要とする日常生
活用具の給付や補装具の購入・修
理費用を支給し、生活環境を改善す
る。

・障害のある人が必要とする日常生
活用具の給付や補装具の購入・修
理費用を支給する。
・補装具490件 46,657千円
・日常生活用具4,420件　42,894千円

・障害のある人が必要とする日常生
活用具の給付や補装具の購入・修
理費用を支給し、生活環境を改善。
・補装具490件 46,657千円
・日常生活用具4,420件　42,894千円

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・障害のある人が必要とする日常生
活用具の給付及び補装具の購入・
修理費用の支給し、生活環境の改善
や日常生活の向上を図ることができ
た。

- 有 ・障害のある人が必要とする日常生
活用具の給付や補装具の購入・修
理費用を支給し、生活環境を改善す
る。

・障害のある人が必要とする日常生
活用具の給付や補装具の購入・修
理費用を支給する。

福祉課

52 障害者手帳をお持ちの
方などの公共施設の
利用料を減免し、外出
のきっかけにしてもらう
ほか、家族や仲間との
交流を深めながら健康
を維持し、生きがいの
ある充実した生活がで
きるよう支援します。

・障害者手帳等所持者
や介助者等の公共施
設の利用料等の軽減
を実施

- 無 ・障害者手帳等所持者及び介助者
の公共施設の利用料等を軽減する
ことにより、外出や交流を深めながら
健康を維持し、生きがいのある充実
した生活ができるよう支援する。

・障害者手帳等所持者及び介助者
の公共施設の利用料等の軽減を実
施。

【公共施設の使用料減免】
　要綱に規定されている公共施設を
障害者手帳所持者及び介助者が利
用した際に、利用料金の50％を減
免。

障害者手帳等所持者及び介助者の
公共施設の利用料等を軽減し、生き
がいのある充実した生活をできるよ
う支援した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） 障害者手帳等所持者及び介助者の
公共施設の利用料等を軽減し、生き
がいのある充実した生活をできるよ
う支援できた。

- 無 ・障害者手帳等所持者及び介助者
の公共施設の利用料等を軽減する
ことにより、外出や交流を深めながら
健康を維持し、生きがいのある充実
した生活ができるよう支援する。

・障害者手帳等所持者及び介助者
の公共施設の利用料等の軽減を実
施。

【公共施設の使用料減免】
　要綱に規定されている公共施設を
障害者手帳所持者及び介助者が利
用した際に、利用料金の50％を減
免。

福祉課
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標
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無

第4次人まち計画での位置付け 令和2年度（案）

No. 事業内容 事業計画

令和元年度

54 手話通訳者の派遣や
手話奉仕員の養成を
通じて、聴覚に障害の
ある人の社会参加を促
進します。

・手話通訳者の派遣及
び手話奉仕員の養成

- 有 ・手話通訳者等を派遣し、聴覚に障
害のある人の社会参加を促進する。
・手話通訳者の早期育成を図る。

・手話通訳者等の派遣により、聴覚
に障害のある人のコミニュケーション
のスムーズ化を図る。

・派遣可能な有資格者が不足してい
るため、継続的に養成講座を開催す
る。

・手話通訳者等の派遣により、聴覚
に障害のある人のコミニュケーション
のスムーズ化を図った。（448回　609
人）

・派遣可能な有資格者が不足してい
るため、継続的に養成講座を開催し
た。

・手話通訳者養成講座（基礎編）開
講（受講者数　7名）
　その他、手話体験講座やフォロー
アップ講座も開催した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・手話通訳者等の派遣により、自身
や子供の通院や保育園・学校の参
観や面談など聴覚に障害のある人
のコミニュケーションがスムーズに行
えた。

・手話通訳者の登録までは、最短で5
年かかるため継続的にフォローアッ
プ講座等を開催し、手話通訳者の育
成が図られた。

- 有 ・手話通訳者等を派遣し、聴覚に障
害のある人の社会参加を促進する。
・手話通訳者の早期育成を図る。

・手話通訳者等の派遣により、聴覚
に障害のある人のコミニュケーション
のスムーズ化を図る。

・派遣可能な有資格者が不足してい
るため、継続的に養成講座を開催す
る。

福祉課

55 市ホームページの読み
上げ機能を活用し、視
覚に障害のある人が
利用しやすい環境を整
えます。

・アクセシビリティ方針
に基づく、新規および
更新ページのチェック

- 有 ・最新情報や緊急時の情報を誰もが
迅速かつ的確に入手することができ
るようホームページの内容を掲載・
更新時に点検するとともに、古い情
報が掲載されたままにならないよう、
適切に管理・運用する。

・各担当課が掲載するページの内容
については、掲載前に広報対話課で
確認し、必要な修正を指示する。す
でに終了している行事など古い情報
を見つけた時には随時修正、削除を
指示する。

各担当課が掲載するページの内容
を掲載前に確認し、必要な修正や古
い記事の削除を指示した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） 各担当課が掲載するページの内容
を掲載前に確認し、必要な修正や古
い記事の削除を指示し、適切に管
理・運用できた。

- 有 ・最新情報や緊急時の情報を誰もが
迅速かつ的確に入手することができ
るようホームページの内容を掲載・
更新時に点検するとともに、古い情
報が掲載されたままにならないよう、
適切に管理・運用する。

・各担当課が掲載するページの内容
については、掲載前に広報対話課で
確認し、必要な修正を指示する。す
でに終了している行事など古い情報
を見つけた時には随時修正、削除を
指示する。

広報対
話課

56 市の広報紙の内容をＣ
Ｄに録音し、視覚に障
害のある人に提供しま
す。

・ＣＤによる情報提供 - 有 ・視覚に障害のある人へ広報上越の
内容を提供する。

・視覚に障害のある人へ市の広報紙
をＣＤに録音し情報提供した。

・視覚に障害のある人へ市の広報紙
をＣＤに録音し情報提供した。（40
人）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） 視覚に障害のある人にへ市政情報
を提供できた。

- 有 ・視覚に障害のある人へ広報上越の
内容を提供する。

・視覚に障害のある人へ広報上越の
内容をCDに録音し市政情報を提供
する。

福祉課

③子育
て・療育
支援の充
実

58 （再掲　№50）
発達等に不安を抱える
保護者からの相談を受
け、必要な療育サービ
スを提供して、子ども
がすこやかに育つこと
ができるよう支援しま
す。

・子どもの発達及び発
育に関する相談を実施
・言葉や認知、社会性
等の発達を促す療育を
実施
・保護者の疾病等によ
り子どもを預かる障害
児一時保育を実施

- 有 ・子どもの発育、発達に関する相談
や、発達を促す療育を実施し、子ど
ものすこやかな育ちを支援する。
・事故防止に努め、安全安心な障害
児一時保育を実施し、保護者の負担
軽減を図る。

・子どもの発育、発達に関する相談
や、発達を促す療育支援を実施す
る。
・事故やけがのない障害児一時保育
を実施する。
　障害児一時保育利用延件数（見込
み）　35件

・子どもの発育、発達に関する相談
や、発達を促す療育支援を実施す
る。
相談延べ件数見込み2,000件
療育延べ件数見込み7,700件
・事故やけがのない障害児一時保育
を実施する。
　障害児一時保育利用延件数（見込
み）　70件

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） 子どもの発育、発達に関する相談
や、発達を促す療育支援を実施する
とともに、障害児一時保育を実施し、
保護者の負担軽減を図ることができ
た。

- 有 ・子どもの発育、発達に関する相談
や、発達を促す療育を実施し、子ど
ものすこやかな育ちを支援する。
・事故防止に努め、安全安心な障害
児一時保育を実施し、保護者の負担
軽減を図る。

・子どもの発育、発達に関する相談
や、発達を促す療育支援を実施す
る。
・事故やけがのない障害児一時保育
を実施する。
　障害児一時保育利用延件数（見込
み）　70件

すこや
かなくら
し包括
支援セ
ンター
（こども
発達支
援セン
ター）

・タクシー利用券、燃料券の交付や
燃料費の助成、自動車改造費等の
助成により経済的負担の軽減・社会
参加の促進を図られている。
・障害のある人の移動手段確保のた
め、福祉有償運送実施団体の円滑
な運営を支援した。

有 ・タクシー利用券、燃料券の交付や
燃料費の助成、自動車改造費等の
助成により経済的負担の軽減・社会
参加の促進を図る。
・障害のある人の移動手段確保のた
め、福祉有償運送実施団体の円滑
な運営を支援する（適切な運送の実
施の確保と関係者の合意形成）。

保育課・保護者の就労形態や保育ニーズ
の多様化に対応するため、多様な保
育サービスを提供する。
　0、1歳児（実利用者見込み）
　1,176人
　障害児保育（実利用者見込み）
　239人
　一時預かり（延べ利用者見込み）
　6,087人
　午後7時までの延長保育（延べ利
　用者見込み）36,470人
  休日保育（延べ利用者見込み）
　558人
・ファミリーヘルプ保育園や病児・病
後児保育室で児童の受入れに対応
できる態勢を常に整え、適切に保育
サービスを提供する。
　【延べ利用者数（見込み）】
　　ファミリーヘルプ保育園　11,299
人
　　病児・病後児保育室　5,484人

-

- 有 ・0、1歳児保育、障害児保育、延長
保育、一時預かりなどに対応できる
態勢を整え、多様な保育サービスを
提供する。
・ファミリーヘルプ保育園や病児・病
後児保育室で児童の受入れに対応
できる態勢を常に整え、適切に保育
サービスを提供する。

福祉課・障害のある人の社会参加を促進す
るため、タクシー利用券、自動車改
造費等の助成や福祉バスを運行す
る。
【タクシー利用料金等助成】
　タクシー利用券の交付…1人あたり
   24,000円
　燃料券の交付…1人あたり19,000
  円
　燃料費助成…1人あたり19,000円
【運転免許取得費の助成】
　助成額：免許取得費用の2/3
    （10万円限度）
【自動車改造費の助成（本人運転）】
　助成額：10万限度
【介護者用自動車改造費の助成】
　助成額：改造費用（60万円のを
  超える場合は60万円）に下記区分
  による割合を乗じて得た額
　　　生活保護世帯　　10/10
　　　所得税非課税世帯　2/3
　　　その他の世帯　　　　1/2
【福祉バス運行業務】（車両2台）
　
・福祉有償運送実施団体の円滑な
運営の支援のため、令和元年7月に
運営協議会を実施。1団体の更新審
議の他、事業の運営状況について
確認を行う。

・障害のある人の社会参加を促進す
るため、タクシー利用券、自動車改
造費等の助成や福祉バスを運行し
た。
【タクシー利用料金等助成】
　タクシー利用券の交付…2,129人
37,913千円
　燃料券の交付…2,736人　49,593千
円
　燃料費助成…808人　14,231千円
【運転免許取得費の助成】
　助成件数…2件、助成金額…200千
円
【自動車改造費の助成（本人運転）】
　助成件数…6件、助成金額…600千
円
【介護者用自動車改造費の助成】
　助成件数…10件、助成金額…
3,300千円
【福祉バス運行業務】（車両2台）
　利用人数…6,827人

・福祉有償運送運営協議会を令和元
年7月に実施。1団体の更新審議の
ほか、地域の福祉有償運送について
状況確認を行った。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・障害のある人の社会参加を促進す
るため、タクシー利用券、自動車改
造費等の助成や福祉バスを運行し
た。
【タクシー利用料金等助成】
　タクシー利用券の交付…1人あたり
   24,000円
　燃料券の交付…1人あたり19,000
  円
　燃料費助成…1人あたり19,000円
【運転免許取得費の助成】
　助成額：免許取得費用の2/3
    （10万円限度）
【自動車改造費の助成（本人運転）】
　助成額：10万限度
【介護者用自動車改造費の助成】
　助成額：改造費用（60万円のを
  超える場合は60万円）に下記区分
  による割合を乗じて得た額
　　　生活保護世帯　　10/10
　　　所得税非課税世帯　2/3
　　　その他の世帯　　　　1/2
【福祉バス運行業務】（車両2台）

-・保護者の就労形態や保育ニーズの
多様化に対応するため、多様な保育
サービスを提供する。
　0、1歳児（実利用者）
　1,005人
　障害児保育（実利用者）
　241人
　一時預かり（延べ利用者）
　5,617人
　午後7時までの延長保育（延べ利
　用者） 28,830人
  休日保育（延べ利用者）
　550人
・ファミリーヘルプ保育園や病児・病
後児保育室で児童の受入れに対応
できる態勢を常に整え、適切に保育
サービスを提供する。
　【延べ利用者数】
　　ファミリーヘルプ保育園 10,888人
　　病児・病後児保育室　5,484人

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・0、1歳児保育、障害児保育、延長
保育、一時預かりなどに対応できる
態勢を整え、多様な保育サービスを
提供できた。
・ファミリーヘルプ保育園や病児・病
後児保育室で児童の受入れに対応
できる態勢を整え、適切に保育サー
ビスを提供できた。

有 ・0、1歳児保育、障害児保育、延長
保育、一時預かりなどに対応できる
態勢を整え、多様な保育サービスを
提供する。
・ファミリーヘルプ保育園や病児・病
後児保育室で児童の受入れに対応
できる態勢を常に整え、適切に保育
サービスを提供する。

・保護者の就労形態や保育ニーズの
多様化に対応するため、多様な保育
サービスを提供する。
　0、1歳児（実利用者見込み）
　1,176人
　障害児保育（実利用者見込み）
　239人
　一時預かり（延べ利用者見込み）
　6,087人
　午後7時までの延長保育（延べ利
　用者見込み） 36,470人
  休日保育（延べ利用者見込み）
　558人
・ファミリーヘルプ保育園や病児・病
後児保育室で児童の受入れに対応
できる態勢を常に整え、適切に保育
サービスを提供する。
　【延べ利用者数（見込み）】
　　ファミリーヘルプ保育園　11,299
人
　　病児・病後児保育室　5,484人

57 保育ニーズに応じて児
童の保育を実施しま
す。

・0・1歳児、障害児の
保育受入
・午後7時までの延長
保育を実施
・一時預かりを実施
・24時間保育・休日保
育の実施
・病児・病後児保育事
業の実施

- 有 ・タクシー利用券、燃料券の交付や
燃料費の助成、自動車改造費等の
助成により経済的負担の軽減・社会
参加の促進を図る。
・障害のある人の移動手段確保のた
め、福祉有償運送実施団体の円滑
な運営を支援する（適切な運送の実
施の確保と関係者の合意形成）。

53 障害のある人の社会
参加を促進するため、
タクシー利用料金等の
助成や福祉バスの運
行などにより外出時の
移動を支援します。

・タクシー利用料金等
の助成
・リフト付福祉バス・乗
用車の運行
・福祉有償運送実施団
体の円滑な運営を確
保
・自動車の改造費用、
免許取得費用の助成

10  



計　　画 実績見込み

基
本
方
針

方向
性

予算
計上
の有
無

目　　標

具体的な取組内容

基
本
目
標

施策の方向
事業の実施状況

（取組内容における実施
率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　評　　価

担当課
計　　画

（具体的な取組内容）
目　　標

取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

第4次人まち計画での位置付け 令和2年度（案）

No. 事業内容 事業計画

令和元年度

(1)ボランティア参
加、地域活動、市
民活動への支援
を推進するととも
に、ボランティアを
必要とする人の
利用促進を図りま
す。

①ボラン
ティア活
動や地域
での支え
合い活動
のための
環境づくり

59 共に支え合うための自
主的な活動が促進され
るまちを目指します。

・NPO・ボランティアセ
ンターの運営

- 有 ・くびき野ＮＰＯ・ボランティアセンター
を拠点とし、市民活動のサポートや
ボランティアコーディネートに取り組
むほか、市民活動に役立つ情報の
メール配信を継続して実施し、市民
主体のまちづくりへの意識向上を図
る。

・ＮＰＯ・ボランティアセンターを拠点
に市民活動に関する相談、ボラン
ティアに関するニーズ情報の収集・
発信及びコーディネートを行うほか、
市民活動の場を提供する。
・メールマガジンをNPO・ボランティア
センター登録団体及び過去の交流
会・ツアー参加者（約360団体・個人）
に対して配信する。

・ＮＰＯ・ボランティアセンターを拠点
に市民活動に関する相談、ボラン
ティアに関するニーズ情報の収集・
発信及びコーディネートを行うほか、
市民活動の場を提供した。
・メールマガジンをNPO・ボランティア
センター登録団体及び過去の交流
会・ツアー参加者（約360団体・個人）
に対して配信した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・ＮＰＯ・ボランティアセンターにて相
談やコーディネートをすることにより、
市民主体のまちづくりへの意識向上
を図ることができた。
・送付しているメールマガジにＮＰＯ
ボランティアセンターのホームページ
のリンクを貼っており、そのことで
ホームページの訪問回数も増えてい
ると考えられるため、メールを配信す
ることによりまちづくりへの意識向上
が図ることができたと考えられる。

- 有 ・ＮＰＯ・ボランティアセンターを拠点
とし、市民活動のサポートやボラン
ティアコーディネートに取り組むほ
か、市民活動に役立つ情報のメール
配信を継続して実施し、市民主体の
まちづくりへの意識向上を図る。

・ＮＰＯ・ボランティアセンターを拠点
に市民活動に関する相談、ボラン
ティアに関するニーズ情報の収集・
発信及びコーディネートを行うほか、
市民活動の場を提供する。
・メールマガジンをNPO・ボランティア
センター登録団体及び過去の交流
会・ツアー参加者（約360団体・個人）
に対して配信する。

共生ま
ちづくり
課

60 地域コミュニティが抱え
る課題を解決するため
の支援を行います。

・地域コミュニティ活動
サポート事業
・地域コミュニティが抱
える課題などの相談

- 有 ・町内会等へ地域コミュニティ活動サ
ポート事業の周知を行うとともに、希
望する町内会等へアドバイザーの派
遣を行い、地域の課題解決を支援す
る。
（新規実施団体　3団体、フォロー
アップ団体　3団体の実施）

・町内会等へ地域づくりアドバイザー
の派遣を行い、地域の課題解決を支
援する。
　新規実施団体：3団体（予定）
　フォローアップ団体：3団体（平成30
年度に実施した団体）

・町内会等へ地域づくりアドバイザー
の派遣を行い、地域の課題解決を支
援する。
・新規実施団体：0団体（8月23日現
在）
・フォロ-アップ団体2団体（8月23日
現在）
※新規実施団体は現在、期間を延
長して募集中

C：計画どおり実施でき
なかった

C：目標を達成できな
かった

・新規実施団体：現在、当初の申請
受付期間を延長して募集している。
また、課題を抱える町内会から相談
があった場合には、本事業を案内す
ることとしている。
・フォロ-アップ団体：昨年実施した3
団体のうち2団体について、事業実
施の意向あり。

- 有 ・町内会等へ地域コミュニティ活動サ
ポート事業の周知を行うとともに、希
望する町内会等へアドバイザーの派
遣を行い、地域の課題解決を支援す
る。
（新規実施団体　3団体、フォロー
アップ団体　3団体の実施）

・町内会等へ地域づくりアドバイザー
の派遣を行い、地域の課題解決を支
援する。
　新規実施団体：3団体（予定）
　フォローアップ団体：3団体（令和元
年度に実施した団体）

共生ま
ちづくり
課

61 育児の援助を受けたい
人（依頼会員）と育児
の援助を行いたい人
（提供会員）との相互
援助活動に関する連
絡、調整を行います。

・ファミリーサポートセ
ンターの運営

- 有 ・新規の提供会員を増やすとともに、
依頼会員のニーズに見合った提供
会員の紹介率を100％とする。

・依頼会員からのニーズに対応でき
るよう提供会員数を確保するため、
各種団体等を対象とした説明会を行
うなど会員募集活動を強化するとと
もに、養成講座や講習会を通して、
提供会員の資質向上を図り、児童の
預かり時における安全性の向上につ
なげる。
・各種団体等を対象とした説明会（随
時開催）
・提供会員養成講座（年4回開催）
・フォローアップ講習会等（年4回開
催）

依頼会員からのニーズに対応できる
よう提供会員数を確保するため、各
種団体等を対象とした説明会を行う
など会員募集活動を強化するととも
に、養成講座や講習会を通して、提
供会員の資質向上を図り、児童の預
かり時における安全性の向上につな
げた。
・各種団体等を対象とした説明会（随
時開催）
・提供会員養成講座（年4回開催）
・フォローアップ講習会等（年4回開
催）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・広報上越に会員募集の記事の掲
載や各種団体等を対象に説明会を
行うなど提供会員の確保に努めてい
ることから、目標達成すると見込む。
・依頼は全て受けることができている
ほか、依頼会員のニーズに見合った
提供会員を調整することができてい
る。

- 有 ・新規の提供会員を増やすとともに、
依頼会員のニーズに見合った提供
会員の紹介率を100％とする。

・依頼会員からのニーズに対応でき
るよう提供会員数を確保するため、
各種団体等を対象とした説明会を行
うなど会員募集活動を強化するとと
もに、養成講座や講習会を通して、
提供会員の資質向上を図り、児童の
預かり時における安全性の向上につ
なげる。
・各種団体等を対象とした説明会（随
時開催）
・提供会員養成講座（年4回開催）
・フォローアップ講習会等（年4回開
催）

こども
課

62 地域における支え合い
体制の構築のため、住
民主体における生活
支援サービスの提供を
行います。

新総合事業の訪問型
サービスＢ（有償ボラン
ティアによる家事支援）
を実施し、担い手とな
る有償ボランティアを
養成します。

- 有 ・有償ボランティア養成講座を6回開
催し、有償ボランティア増員を図る。
・担い手フォローアップ研修を2回開
催し、既に活動している有償ボラン
ティアのフォローアップを図る。
・有償ボランティア養成講座登録者
数80人

・有償ボランティア養成講座を開催
し、担い手の確保を図る。
・担い手フォローアップ講座を開催
し、担い手のスキルアップ及び養成
講座受講済で未登録となっている方
への登録勧奨を通した担い手確保
を図る。

・有償ボランティア養成講座を6回開
催し、担い手の確保を図った。
・担い手フォローアップ講座を2回開
催し、担い手のスキルアップ及び養
成講座受講済で未登録となっている
方への登録勧奨を通した担い手確
保を図った。

B：計画をほぼ実施
（80％以上）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・有償ボランティア養成講座を開催
し、担い手の確保を図ることができ
た。
・担い手フォローアップ講座を開催
し、担い手のスキルアップ及び養成
講座受講済で未登録となっている方
への登録勧奨を通した担い手確保を
図ることができた。
・有償ボランティア養成講座登録者
数は、目標を下回る見込みであるこ
とから、引き続き講座受講者が増え
るよう周知に取り組む必要がある。

- 有 ・有償ボランティア養成講座を6回開
催し、有償ボランティア増員を図る。
・担い手フォローアップ研修を2回開
催し、既に活動している有償ボラン
ティアのフォローアップを図る。

・有償ボランティア養成講座を開催
し、担い手の確保を図る。
・担い手フォローアップ講座を開催
し、担い手のスキルアップ及び養成
講座受講済で未登録となっている方
への登録勧奨を通した担い手確保を
図る。

高齢者
支援課

63 高齢者が住み慣れた
地域で安心して暮らし
ていけるよう、地域に
おける見守りの体制を
構築します。

・高齢者見守り支援
ネットワーク事業

- 有 ・地域の実情に合った見守り支援の
検討の場の開催等を通して、それぞ
れの地域における見守り支援の充
実を図る。

・地域の実情に合った見守り支援の
充実について検討する場を設営し、
地域で行われている見守り活動の
実例を広く町内会に紹介等しなが
ら、実践活動に繋げていく。

・各地域の実情にあわせた見守り活
動が行われるよう、地域に出向いて
働きかけを行ったことで、一部地域
において地域全体で高齢者を見守る
意識を醸成するための学習会が開
かれるなど、新たな見守り活動の実
施に向けた動きにつなげた。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・地域の実情に合った見守り支援の
検討の場の開催等を通して、一部地
域において、新たな見守り活動の実
施に向けた動きにつなげたが、他の
地域においても、地域の実情に合っ
た見守り活動の充実に向けた動きに
つなげる必要がある。

- 有 ・各地域の実情にあわせた見守り活
動の充実について検討し、より効果
的な地域単位での日常的な見守り
活動を促進する。

・地域に出向き、見守り活動が必要
となっている背景や見守り活動のポ
イントの説明等を通じた働きかけを
行い、各地域の実情にあわせた日常
的な見守り活動を促進する。

高齢者
支援課

64 同上 ・認知症サポーター養
成講座

- 有 ・小中学校や、町内会、事業所等に
おいて、認知症を正しく理解し、地域
において認知症の人を見守るため
の認知症サポーター養成講座を開
催し、2,300人のサポーターを養成す
る。

・小中学校や、町内会、事業所等で
認知症サポーター養成講座を実施
する。

・市民や事業所からの要請に加え、
市内の小中学校や放課後児童クラ
ブなどを対象に約140回開催し、
2,500人を養成した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） 市民や事業所からの要請に加え、市
内の小中学校や放課後児童クラブな
どを対象に約140回講座を開催し、
2,500人の認知症サポーターを養成
した。

- 有 ・小中学校や、町内会、事業所等に
おいて、認知症を正しく理解し、地域
において認知症の人を見守るため
の認知症サポーター養成講座を開
催し、2,300人のサポーターを養成す
る。

・小中学校や、町内会、事業所等で
認知症サポーター養成講座を実施
する。

すこや
かなくら
し包括
支援セ
ンター

65 高齢者相互の支援や
ボランティア活動の普
及を推進します。

・シニアサポートセン
ター事業
・ボランティア助成制度
「美助っ人さん」

- 有 ・地域包括支援センター等への周知
を通して、必要な人に適切にサービ
スを提供する。

・地域包括支援センターなど、関係
機関と連携し、支援を必要とする人
が助成を受けられるよう、周知を図
る。
・家事援助を中心とした軽度な支援
に有償ボランティア（訪問型サービス
Ｂ、シニアサポートセンター、ほっと
安心生活サポーター）を利用する
際、ボランティア利用料の一部を助
成する。

・地域包括支援センターなど、関係
機関と連携し、支援を必要とする人
が助成を受けられるよう、周知を図っ
た。
・家事援助を中心とした軽度な支援
に有償ボランティア（訪問型サービス
Ｂ、シニアサポートセンター、ほっと安
心生活サポーター）を利用する際、ボ
ランティア利用料の一部を助成した。
　　：助成件数　7,540件

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・地域包括支援センター等への周知
を通して、必要な人に適切にサービ
スを提供することができた。

- 有 ・地域包括支援センター等への周知
を通して、必要な人に適切にサービ
スを提供する。

・地域包括支援センターなど、関係
機関と連携し、支援を必要とする人
が助成を受けられるよう、周知を図
る。
・家事援助を中心とした軽度な支援
に有償ボランティア（訪問型サービス
Ｂ、シニアサポートセンター、ほっと安
心生活サポーター）を利用する際、ボ
ランティア利用料の一部を助成する。

高齢者
支援課

5
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計　　画 実績見込み

基
本
方
針

方向
性

予算
計上
の有
無

目　　標

具体的な取組内容

基
本
目
標

施策の方向
事業の実施状況

（取組内容における実施
率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　評　　価

担当課
計　　画

（具体的な取組内容）
目　　標

取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

第4次人まち計画での位置付け 令和2年度（案）

No. 事業内容 事業計画

令和元年度

(1)防災に関する
情報提供や避難
時に必要な施策、
自助・共助による
防災体制の整備
を推進します。

①防災対
策や避難
支援体制
の充実

66 市内で発生した犯罪、
災害、火災、交通事故
などの情報を市民へ知
らせることにより、市民
がそれらの事態に迅速
に対処できるようにし
ます。

・安全メールによる情
報発信

- 有 ・市内で発生した火災や防犯・交通
安全等の注意喚起、災害に関する
情報等を適時的確に発信する。

・防犯、防災、火災、交通安全等の
情報を適時的確に発信する。

・防犯、防災、火災、交通安全等の
情報を適時的確に発信した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・安全メールを活用し適時的確に情
報を発信している。

- 有 ・市内で発生した火災や防犯・交通
安全等の注意喚起、災害に関する
情報等を適時的確に発信する。

・防犯、防災、火災、交通安全等の
情報を適時的確に発信する。

市民安
全課

68 要配慮者に配慮した災
害対応計画や避難体
制の整備を進めます。

・要配慮者に配慮した
災害対応計画及び避
難体制を整備する。

- 有 ・国・県の上位計画や法令等で、避
難行動要支援者や要配慮者に関す
る災害対応や避難体制の見直しが
あった場合は、当市においても検討
を行い、必要に応じて市地域防災計
画の見直しを行う。

・県計画の変更に合わせた修正を行
う。

・県計画の変更に合わせた修正を
行った。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・県計画の変更に合わせた修正を
行った（R元年度内完了予定）。

- 有 ・国・県の上位計画や法令等で、避
難行動要支援者や要配慮者に関す
る災害対応や避難体制の見直しが
あった場合は、当市においても検討
を行い、必要に応じて市地域防災計
画の見直しを行う。

・県計画の変更に合わせた修正を行
う。

市民安
全課

69 要配慮者の的確な把
握と緊急時の迅速な対
応に向けた仕組みの
充実を図ります。

・要配慮者名簿の充実
・個別避難計画策定の
支援

- 有 ・町内会（自主防災組織）における個
別避難計画の作成率を96％以上と
する。

・避難行動要支援者名簿・福祉避難
所避難対象者名簿及び個別避難計
画を整備するとともに、町内会や関
係機関へ情報提供し、災害時の避
難支援体制を構築する。
・個別避難計画を作成できていない
町内会へ出向き、助言を行うなど、
個別避難計画の作成に向けた支援
を行う。

・避難行動要支援者名簿・福祉避難
所避難対象者名簿及び個別避難計
画を整備（整備率：96.0％）するととも
に、町内会や関係機関へ情報提供
し、災害時の避難支援体制を構築し
た。
・個別避難計画が未策定となってい
る町内会へ出向き、助言を行うなど、
個別避難計画の作成に向けた支援
を実施した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・個別避難計画が未策定となってい
る町内会へ出向き、助言を行うなど、
個別避難計画の作成に向けた支援
を行い、個別避難計画の作成率向
上（96％以上）を図り、災害時の避難
支援体制の構築を促進した。

- 無 ・町内会（自主防災組織）における個
別避難計画の作成率を98％以上と
する。

・避難行動要支援者名簿・福祉避難
所避難対象者名簿及び個別避難計
画を整備するとともに、町内会や関
係機関へ情報提供し、災害時の避難
支援体制を構築する。
・個別避難計画を作成できていない
町内会へ出向き、助言を行うなど、
個別避難計画の作成に向けた支援
を行う。

高齢者
支援課

70 災害時に迅速かつ的
確に支援を行えるよ
う、地域ぐるみで災害
弱者の避難を支援する
体制づくりを行います。

・避難行動要支援者名
簿作成
・ヘルプカード・安全
メールの活用

- 有 ・災害時に迅速かつ的確に支援を行
えるよう、地域ぐるみで災害弱者の
避難を支援する体制づくりを行う。

・避難行動要支援者名簿の更新と新
たに福祉避難所への避難が必要な
人への個別避難計画を作成する。
・災害時における視覚障害及び聴覚
障害のある人用に、ヘルプカードを
作成、配布する。

・災害時に迅速かつ的確に支援を行
えるよう、新規対象者の調整など、
災害弱者の避難を支援する体制づく
りを行った。【福祉避難所対象者（障
害者）：187人】
・災害時における視覚障害及び聴覚
障害のある人用に、より支援が必要
であることを発信できるようヘルプ
カードのデザインを修正し、配布し
た。
令和元年7月時点：102枚配布

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・災害時に迅速かつ的確に支援を行
えるよう、地域ぐるみで災害弱者の
避難を支援する体制づくりを随時行
い、福祉避難所への避難体制を整え
ている。

- 有 ・災害時に迅速かつ的確に支援を行
えるよう、地域ぐるみで災害弱者の
避難を支援する体制づくりを行う。

・避難行動要支援者名簿の更新と新
たに福祉避難所への避難が必要な
人への個別避難計画を作成する。
・災害時における視覚障害及び聴覚
障害のある人用にヘルプカードを作
成、配布する。

福祉課

②自主防
災活動の
推進

71 災害時に「自助・共
助」の力を相互に発
揮でき、被害が最小
限となるよう自主防
災活動を支援しま
す。

・防災アドバイザーの
派遣
・防災資機材等整備等
の補助
・防災士の養成

- 有 ・自主防災組織の実効性ある活動促
進に向け、防災士会との連携による
研修会等を開催するほか、防災士
の資格取得や資機材整備等を支援
する。
・避難者による自主的な避難所運営
の重要性について、意識の醸成を図
る。

・防災士養成講座の開催
・防災アドバイザーの派遣
・防災資機材等整備に係る補助交付
・市内の指定避難所を会場として、
避難所運営訓練を実施。

・防災士養成講座の開催した（50人
養成）
・防災アドバイザーの派遣した（延62
人）
・防災資機材等整備に係る補助交付
した　（95件　6,279千円）
・避難所運営訓練の実施した（23回）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・防災士養成講座の開催や、防災資
機材整備に対する支援等について、
当初予定していた通り進捗しており、
地域の防災力向上が図られている。
・自主防災組織を結成していない町
内会に防災アドバイザーを派遣し、
自助と共助の取組に関する講話等を
通じて組織の結成を促し、地域防災
力の向上を図った。
・避難所運営関係者（地元住民、施
設管理者、市初動対応職員）の連携
強化を目的とした避難所運営訓練を
実施し、避難者による自主的な避難
所運営の重要性についての考えを
深めた。

- 有 ・自主防災組織未結成の町内会に
対し結成を促すとともに、結成が難し
い町内会に対しては発災時の避難
体制を整える。

・防災支援員（仮称）を養成する講座
の開催
・防災アドバイザーの派遣
・市内の指定避難所を会場として、
避難所運営訓練を実施
・自主防災組織未結成町内会及び
活動不活性町内会に対し、防災アド
バイザーと共に訪問指導を実施

市民安
全課

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

危機管
理課

- 有 ・洪水ハザードマップについて、県が
新たに作成した、想定最大規模の浸
水想定区域図に基づき、避難場所
の見直しを行い、ハザードマップを更
新し配布する。
・防災行政無線システム等は、保守
点検を行い常に使用できる状態を維
持する。また、中郷区、板倉区及び
清里区の防災行政無線更新工事を
引き続き行う。
・「防災情報リンク集」を通じ、市民の
適切な避難行動を支援する。

・洪水ハザードマップについて、県が
新たに作成した、想定最大規模の浸
水想定区域図に基づき、避難場所の
見直しを行い、ハザードマップを更新
し関係地区へ配布する。
・防災行政無線システム等の保守点
検を行う。また、中郷区、板倉区及び
清里区の防災行政無線更新工事を
引き続き行う。
・「防災情報リンク集」について、新た
に必要と思われる情報先として外部
リンクの追加や、リンク先ページの更
新によるアドレス変更等の対応を定
期的に実施する。

・県の新たな洪水浸水想定の公表が
下期の見込みとなったことから、それ
に基づく洪水ハザードマップ素案の
作成は次年度となる見込みである。
・土砂災害ハザードマップは、作成済
マップ21種類について土砂災害警戒
区域の追加等の情報を更新し全戸
配布する。（令和2年3月完了予定）
・計画的に事業を実施し、防災体制
を維持できた。

有 ・津波ハザードマップを作成し、全戸
配布する。
・新たに公表される洪水浸水想定を
基に、洪水ハザードマップ素案を作
成し、関係町内会へ配布する。
・土砂災害警戒区域の追加指定に
伴い既存の土砂災害ハザードマップ
21種類を更新し関係地区へ配布す
る。
・防災行政無線システム等は、保守
点検を行い常に使用できる状態を維
持する。
・「防災情報リンク集」を通じ、市民の
適切な避難行動を支援する。

・専門家からの提言を踏まえ、津波
ハザードマップを作成し、全戸配布
する。
・新たに公表される洪水浸水想定に
より、避難所の見直し等を行い、そ
の結果を反映した洪水ハザードマッ
プ素案を作成して関係町内会へ配
布する。
・既存の土砂災害ハザードマップ21
種類について、土砂災害警戒区域
の追加や避難所の見直し等の情報
を更新し関係地区へ配布する。
・防災行政無線システム等の保守点
検を行う。また、中郷区、板倉区及
び清里区の防災行政無線更新工事
に着手する。
・「防災情報リンク集」について、新た
に必要と思われる情報先として外部
リンクの追加や、リンク先ページの更
新によるアドレス変更等の対応を定
期的に実施する。

・津波ハザードマップを更新し、全戸
配布した（R元年度末を予定）。
・新たな洪水浸水想定の公表見込み
が下期となったことから、それに基づ
く洪水ハザードマップ素案の作成は
次年度となる見込み。
・土砂災害ハザードマップの更新を
行った（R元年度末を予定）。
・防災行政無線システム等の保守点
検を行った。また、中郷区、板倉区及
び清里区の防災行政無線更新工事
を行う（R3年度末完了）。
・「防災情報リンク集」について、新た
に必要と思われる情報先として外部
リンクの追加や、リンク先ページの更
新によるアドレス変更等の対応を定
期的に実施した。

B：計画をほぼ実施
（80％以上）

-67 災害の予防及び災害
発生時に的確に対応
するため、総合的かつ
体系的な防災体制の
整備を進めます。

・ハザードマップの作
成・配布
・防災行政無線等の整
備、運用
・防災気象情報の提供

6
　
誰
も
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り

誰
も
が
災
害
や
犯
罪
な
ど
に
備
え

、
安
全
・
安
心
に
暮
ら
せ
る
ま
ち
を
目
指
し
ま
す

。
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計　　画 実績見込み

基
本
方
針

方向
性

予算
計上
の有
無

目　　標

具体的な取組内容

基
本
目
標

施策の方向
事業の実施状況

（取組内容における実施
率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　評　　価

担当課
計　　画

（具体的な取組内容）
目　　標

取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

第4次人まち計画での位置付け 令和2年度（案）

No. 事業内容 事業計画

令和元年度

(2)防犯に関する
情報提供や注意
喚起、地域ぐるみ
の防犯活動を推
進します。

①防犯対
策の充実

72 「地域の安全は自ら
守る」という自主防
犯意識を高めるた
め、的確な防犯情報
の提供、広報啓発活
動等を推進します。

・防犯意識の広報啓発
・防犯教室、講習会の
開催
・防犯情報の提供

- 有 ・地域での防犯意識向上に向けた情
報提供、啓発活動を実施する。
・依頼に応じ防犯教室、出前講座等
を開催する。

・地域での防犯意識向上のため防犯
講話の実施
・上越市防犯週間における町内会、
団体等の防犯活動取組みの依頼
・警察、各団体と連携した店舗店頭
等での啓発活動の実施
・幼児、小学生を対象とした防犯教
室の実施

・地域での防犯意識向上のための防
犯講話の実施した。
・上越市防犯週間における町内会、
団体等の防犯活動取組みの依頼。
(885団体34,964人参加:確定数値)
・警察、各団体と連携した店舗店頭
等での啓発活動の実施した（８回）
・幼児、小学生を対象とした防犯教
室を実施した（41園51小学校計92
回）

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・防犯意識向上のため防犯講話や防
犯教室を実施している。
・上越市防犯週間において、町内
会、団体に対し防犯活動の取組依頼
を実施した。
・啓発活動実施＝被害減少という計
算にならないが、防犯週間における
参加者が増えたり、講話依頼が増え
るなど市民の防犯意識が高揚してい
る。

- 有 ・地域での防犯意識向上に向けた情
報提供、啓発活動を実施することに
より一人一人の防犯意識を向上させ
る。
・依頼に応じ防犯教室、出前講座等
を開催する。

・地域での防犯意識向上のため防犯
講話の実施
・上越市防犯週間における町内会、
団体等の防犯活動取組みの依頼
・警察、各団体と連携した店舗店頭
等での啓発活動の実施
・幼児、小学生を対象とした防犯教
室の実施

市民安
全課

73 地域の連帯感を強め、
互いが助け合う地域社
会が形成されるよう支
援します。

・自主防犯活動の推進
・人材の育成

- 有 ・地域における防犯活動への参加意
識の向上に向けた活動を実施する。

・110番協力車によるながらパトロー
ルに参加してもらうため、各広報媒
体や防犯講話等を通じ制度を広く周
知し、参加者の拡充を図る。

・110番協力車による、ながらパト
ロールに参加してもらうため、各広報
媒体や防犯講話において周知し、参
加者の拡充を図った。
　登録録台数　5374台(前年比＋40
台)

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・110番協力車による、ながらパト
ロールに参加してもらうため、各広報
媒体や防犯講話等を通じ制度を広く
周知し、参加者の拡充を図った。
・110番協力者登録数が増加し協力
体制が拡充した。

- 有 ・地域における防犯活動への参加意
識の向上に向けた活動を実施する。
・110番協力車によるながらパトロー
ルに参加する者(団体)を増やす。

・110番協力車によるながらパトロー
ルに参加してもらうため、各広報媒
体や防犯講話等を通じ制度を広く周
知し、参加者の拡充を図る。

市民安
全課

74 ハードとソフト両面
から、犯罪の起こり
にくい総合的な環境
づくりを推進しま
す。

・犯罪の防止に配慮し
た基盤整備
・犯罪の防止に配慮し
た住宅等の啓発
・児童等の安全確保の
ための取組の推進

- 無 ・地域が安心であると実感できる「体
感治安」の向上に向けた取組を実施
する。

・市立全小・中学校における通学路
の安全点検
・通話録音装置の無償貸与を実施

・市立全小・中学校における通学路
の安全点検を実施した。
・通話録音装置の無償貸与を実施し
た。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・教育委員会依頼による通学路安全
点検に対応し防犯環境づくりを行っ
た。
・通話録音装置を貸し出し、被害防
止につなげた。

- 無 ・地域が安心であると実感できる「体
感治安」の向上に向けた取組を実施
する。

・市立全小・中学校における通学路
の安全点検
・通話録音装置の無償貸与を実施

市民安
全課

(3)冬期間の安全
な通行空間の確
保と除雪に必要
な施策を推進しま
す。

①除雪対
策の充実

75 要援護世帯を支援す
るため、雪害による
安否確認や除雪支援
の必要性などを情報
収集します。

・雪害による安否確認
や除雪支援の必要性
等の情報収集

- 有 ・支援が必要な世帯へ的確に助成を
行い、要援護世帯の冬期間における
雪害事故を防止し、生活の安全確保
を図る。

・民生委員へ対象者要件等の周知
を徹底し、支援が必要な世帯を的確
に把握し、助成する。

・民生委員に対する対象者要件等の
周知を徹底し、支援が必要な世帯を
的確に把握し、必要となる助成を
行った。
・決定世帯数見込5,900世帯

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・民生委員に対する対象者要件等の
周知を徹底することで、支援が必要
な世帯を的確に把握し、必要となる
助成を行うことができ、要援護世帯
の冬期間における生活の安全を確
保することができた。

- 有 ・支援が必要な世帯へ的確に助成を
行い、要援護世帯の冬期間における
雪害事故を防止し、生活の安全確保
を図る。

・民生委員へ対象者要件等の周知を
徹底し、支援が必要な世帯を的確に
把握し、助成する。

高齢者
支援課

76 要援護世帯に対し、住
居の屋根及び玄関前
の除雪費用の一部を
助成します。

・除雪費の一部助成 - 有 ・親族要件の廃止や助成対象となる
除雪範囲の見直し後の実績等を検
証し、助成限度額等の見直しの必要
性について検討を行う。

・平成29年度に実施した親族要件の
廃止や助成対象となる除雪範囲の
見直しを反映した平成30年度の実績
等（降雪データを含む）を検証し、助
成限度額等の見直しの必要性につ
いて検討を行う。

・平成29年度に実施した親族要件の
廃止や助成対象となる除雪範囲の
見直しを反映した平成30年度の実績
等を検証し、助成限度額等の見直し
の必要性について検討を実施した。
・検討はしたものの、助成限度額や
助成区域の見直しについて、合理的
な答えを導き出すには至らなかっ
た。
・引き続き、降積雪量等の実態把握
を行い、除排雪の支援基準等の検
討・研究を行う。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・平成29年度に実施した親族要件の
廃止や助成対象となる除雪範囲の
見直しを反映した平成30年度の実績
等を検証し、助成限度額等の見直し
の必要性について検討を実施し、引
き続き降積雪量や除雪にかかる家
計負担などの実態把握を行いなが
ら、除排雪の支援基準等の検討・研
究を重ね、要援護世帯の冬期間にお
ける雪害事故の防止と生活の安全
確保に向けた取組を進めていくことと
した。

- 有 ・親族要件の廃止や助成対象となる
除雪範囲の見直し後の実績等を検
証し、助成限度額等の見直しの必要
性について検討を行う。

・平成29年度に実施した親族要件の
廃止や助成対象となる除雪範囲の
見直しを反映した令和元年度の実績
等（降雪データを含む）を検証し、助
成限度額等の見直しの必要性につ
いて検討を行う。

高齢者
支援課

77 通学路を対象とし
た、きめ細やかな除
雪を実施し、冬期間
における通学児童の
安全確保を図りま
す。

・小中学校の通学路を
対象とした歩道除雪の
推進
・歩道が未整備の通学
路においては、車道を
拡幅し、歩行者空間の
確保に努める

- 有 ・小中学校の通学路を対象とした歩
道除雪の実施により、冬期間の通学
児童の安全確保を図る。
・歩道が未整備の通学路において
は、車道を拡幅し、歩行者空間を確
保する。

・地域から通学路の除雪要望があっ
た場合、実施が可能と判断した路線
について、H31年度の除雪計画に反
映し、歩道除雪を実施する。。
・毎年11月に町内会と除雪業者と市
の3者で行う、地区別除雪会議の場
で地域の意見を集約し、可能な場
合、当該年度の除雪作業に反映さ
せる。

・地域から通学路の除雪要望があっ
た場合、実施が可能と判断した路線
について、R元年度の除雪計画に反
映し、歩道除雪を実施する。
・毎年11月に町内会と除雪業者と市
の3者で行う、地区別除雪会議の場
で地域の意見を集約し、可能な場
合、当該年度の除雪作業に反映させ
る。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・地域からの要望を受け、現地確認
や除雪業者との協議等の結果、歩道
除雪延長の延伸を実施し、主に小中
学校の通学路の歩行者空間を確保
できた。

- 有 ・小中学校の通学路を対象とした歩
道除雪の実施により、冬期間の通学
児童の安全確保を図る。
・歩道が未整備の通学路において
は、車道を拡幅し、歩行者空間を確
保する。

・地域から通学路の除雪要望があっ
た場合、実施が可能と判断した路線
について、R2年度の除雪計画に反
映し、歩道除雪を実施する。。
・毎年11月に町内会と除雪業者と市
の3者で行う地区別除雪会議の場
で、地域の意見を集約し、可能な場
合は当該年度の除雪作業に反映さ
せる。

道路課
（雪対
策室）

78 中山間地域の冬期間
における地域住民の
安全で安心な生活環
境を確保します。

・集落内の主要生活道
路の除雪、高齢者世帯
等の除雪支援及び公
共施設等の除雪を集
落に委託

- 有 ・引き続き7地区11集落に対して支援
業務を委託するほか、集落の実態と
ニーズに基づいた新たな支援の在り
方について検討を進めるほか、現在
支援している集落と同様の環境にあ
る集落への支援方法等について検
討する。

・7地区11集落へ支援業務を委託す
る。
・地域のニーズの聞取りや支援の在
り方について検討を行っていく。

・引き続き、7地区11集落へ支援業務
を委託した。
・あわせて、新たなニーズや支援の
在り方について調査、分析していく。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

B：目標はほぼ達成
（80％以上）

・昨年同様に7地区11集落へ支援業
務を委託したが、新たな支援の在り
方等については、引き続き関係課で
協議を継続している。

- 有 ・引き続き7地区11集落に対して支援
業務を委託するほか、集落の実態と
ニーズに基づいた新たな支援の在り
方について検討を進めるほか、現在
支援している集落と同様の環境にあ
る集落への支援方法等について検
討する。

・7地区11集落へ支援業務を委託す
る。
・地域のニーズの聞取りや支援の在
り方について引き続き検討を行って
いく。

市民安
全課

79 中山間地域の集落に
おいて除雪等要支援
者の除雪等を支援す
るため、ボランティ
ア活動として除雪等
を行う人を派遣する
住民組織等に対し、
補助金を交付しま
す。

・住民組織等の除雪等
ボランティア活動支援

- 有 ・中山間地域の各区において制度の
活用を働きかけ、除草や除雪等の支
援を要する世帯に対し、近隣地域ま
たは市内で支援する支え合い体制
の維持を目指す。

・受入組織が事業実施地域における
要支援者を把握するとともに、派遣
団体と調整を行い、要支援者宅へボ
ランティア派遣する。
　地域支え合い体制づくり事業補助
金　3地区×5万円

3地区において事業実施した。 A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） 住民組織等の除雪ボランティア活動
を支援することが主な支援となって
おり、冬期間に向けて住民組織等へ
当該補助金の活用を促したことによ
り、３地区の住民団体が取組の見込
みである。

- 有 ・中山間地域の各区において制度の
活用を働きかけ、除草や除雪等の支
援を要する世帯に対し、近隣地域ま
たは市内で支援する支え合い体制
の維持を目指す。

・受入組織が事業実施地域における
要支援者を把握するとともに、派遣
団体と調整を行い、要支援者宅へボ
ランティア派遣する。
　地域支え合い体制づくり事業補助
金　3地区×5万円

自治・
地域振
興課
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計　　画 実績見込み

基
本
方
針

方向
性

予算
計上
の有
無

目　　標

具体的な取組内容

基
本
目
標

施策の方向
事業の実施状況

（取組内容における実施
率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　評　　価

担当課
計　　画

（具体的な取組内容）
目　　標

取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

第4次人まち計画での位置付け 令和2年度（案）

No. 事業内容 事業計画

令和元年度

(1)誰もが安全か
つ快適に利用で
きるよう施設整備
を推進します。

①公共施
設におけ
るユニ
バーサル
デザイン
の推進

80 市の施設を誰もが安
全・安心で快適に利用
できるようにするため、
公共建築物ユニバー
サルデザイン指針に基
づく整備を推進しま
す。

・公共建築物ユニバー
サルデザイン指針に基
づく市の施設整備
（学校施設、公民館、
体育施設、観光施設
等）
・わかりやすい誘導・案
内看板等の設置

- 無 ・市の施設の新設、増設、改修にあ
たり、公共建築物ユニバーサルデザ
イン指針に基づいて設計されている
か事前協議を行い、指針に基づく整
備を推進することにより、利用者の
安全かつ快適な利用を図る。
・適合率を100％を目指す。
※構造上やむを得ない場合等を除
く。

・施設の整備において、ユニバーサ
ルデザイン指針に基づき設計されて
いるか、予算要求時や実施前に事
前協議を確実に行い、整備を推進す
る。
・各課の修繕見込みから、内容を確
認し、指針適合に結びつける。
・事前協議での適合率を100％とす
る。

・施設の整備において、ユニバーサ
ルデザイン指針に基づき設計されて
いるか、予算要求時や実施前に事前
協議を確実に行い、整備を推進し
た。
・各課の修繕見込みから、内容を確
認し、指針適合に結びつけた。
・事前協議での適合率は、構造上や
むを得なかった案件を除き、100％で
あった。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・予算要求時や実施前の事前協議を
確実に行い、適合率100％とすること
ができた。

- 無 ・市の施設の新設、増設、改修にあ
たり、公共建築物ユニバーサルデザ
イン指針に基づいて設計されている
か事前協議を行い、指針に基づく整
備を推進することにより、利用者の
安全かつ快適な利用を図る。
・適合率を100％を目指す。
※構造上やむを得ない場合等を除
く。

・施設の整備において、ユニバーサ
ルデザイン指針に基づき設計されて
いるか、予算要求時や実施前に事前
協議を確実に行い、整備を推進す
る。
・各課の修繕見込みから、内容を確
認し、指針適合に結びつける。
・事前協議での適合率を100％とす
る。

共生ま
ちづくり
課

②民間施
設におけ
るユニ
バーサル
デザイン
の推進

81 民間の公共的施設が
誰もが使いやすい施設
となるよう、新潟県福
祉のまちづくり条例に
基づき協議や指導、助
言を行います。

・新潟県福祉のまちづ
くり条例整備マニュア
ルに基づく民間施設
（病院、社会福祉施
設、商業施設等）の整
備に係る協議・指導・
助言の実施

- 無 ・民間の公共的施設について、県福
祉のまちづくり条例整備マニュアル
に基づく協議、指導、助言を実施し、
マニュアルに基づく整備を推進する
ことにより、利用者の安全かつ快適
な利用を図る。
・適合率を36.7％（過去10年の平均
を上回っている年の平均）以上とす
る。

・新潟県福祉のまちづくり条例整備
マニュアルに基づく事前協議を行
い、不適合箇所への指導・助言を徹
底する。

・新潟県福祉のまちづくり条例整備
マニュアルに基づく事前協議を行
い、不適合箇所への指導・助言を徹
底した。
　適合率：50％

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・新潟県福祉のまちづくり条例整備
マニュアルに基づく協議・指導・助言
を実施し、目標の適合率を達成でき
る見込みである。

- 無 ・民間の公共的施設について、県福
祉のまちづくり条例整備マニュアル
に基づく協議、指導、助言を実施し、
マニュアルに基づく整備を推進する
ことにより、利用者の安全かつ快適
な利用を図る。
・適合率を55％（県の目標値）以上と
する。

・新潟県福祉のまちづくり条例整備
マニュアルに基づく事前協議を行
い、不適合箇所への指導・助言を徹
底する。

共生ま
ちづくり
課

③誰もが
暮らしや
すい居住
環境の整
備

82 在宅で生活する高齢
者の自立を推進するた
め、住宅リフォームを
支援します。

・補助金の交付 - 有 ・高齢者の自立した生活の維持・改
善、介護者の負担軽減などに繋がる
助成内容となるよう必要に応じ助言
を行う。

・改修工事の実施前、必要に応じて
現地を訪問し、改修箇所や改修方法
について、専門的知見から助言を行
う。
・改修工事の完了後、必要に応じて
現地を訪問し、利用者の身体状況に
適合した改修となっているか、確認
を行う。
・訪問は10件/月×12＝120件/年
（介護保険の住宅改修を含む件数）
を目標とする。

・改修工事実施前、実施後の訪問件
数：120件

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・福祉住環境コーディネーターの資
格を有する住宅改修適正化推進員
が、必要に応じて現地を訪問し、高
齢者の自立した生活の維持・改善、
介護者の負担軽減などに繋がる改
修となるよう助言、確認を行った。
・高齢者向け住宅リフォーム補助金
補助件数：64件
・介護保険住宅改修利用件数：846
件

- 有 ・高齢者の自立した生活の維持・改
善、介護者の負担軽減などに繋がる
助成内容となるよう必要に応じ助言
を行う。

・改修工事の実施前、必要に応じて
現地を訪問し、改修箇所や改修方法
について、専門的知見から助言を行
う。
・改修工事の完了後、必要に応じて
現地を訪問し、利用者の身体状況に
適合した改修となっているか、確認を
行う。
・訪問は10件/月×12＝120件/年
（介護保険の住宅改修を含む件数）
を目標とする。

高齢者
支援課

83 障害のある人が住み
慣れた住宅で安心して
自立した生活を送られ
るよう、住宅リフォーム
を支援します。

・補助金の交付 - 有 ・住宅リフォームに関しての相談は
多々あるが、条件に適合しない等の
理由により、助成件数は年3件程度
であるため、制度の周知および、消
費税10％前の申請件数の増加を図
る。

・障害のある人が住み慣れた住宅で
安心して自立した生活を送るために
必要な住宅改修費用を補助する。
　3件　850千円

・障害のある人が住み慣れた住宅で
安心して自立した生活を送るために
必要な住宅改修費用の補助した。
　3件　850千円

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・障害のある人が住み慣れた場所で
快適に日常生活を過ごせるよう住環
境の整備をを行うことができた。

- 有 ・障害のある人が住環境を整備し、
自立した生活を営めるよう、手帳交
付時の説明により引き続き周知の徹
底を図る。また、必要以上に申請者
を待たせることがないよう、手続きを
速やかに行う。

・障害のある人が住み慣れた住宅で
安心して自立した生活を送るために
必要な住宅改修費用を補助する。

福祉課

84 空き家等の適切な管
理及び活用促進を図る
ことにより、市民一人
ひとりが安全安心に暮
らすことができる生活
環境を確保します。

・所有者等による空き
家等の適切な管理の
促進

- 有 ・安全安心な生活環境の確保に向
け、空き家等の所有者等に対し適切
な維持管理を促進する。

・広報上越や市ホームページ等を活
用して、空き家対策に関する啓発を
行う。
・所有者等に対して、空き家等の適
切な管理が図られるよう、助言指導
を通知するとともに、適正管理に向
けた依頼を行う。
・助言指導通知　2回
・適正管理依頼　2回＋随時

・広報上越や市ホームページ等を活
用して、空き家対策に関する啓発を
行った。
・所有者等に対して、空き家等の適
切な管理が図られるよう、助言指導
を通知するとともに、適正管理に向
けた依頼を行った。
　助言指導通知　3回
　適正管理依頼　3回＋随時

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・空き家対策に関する啓発のほか、
所有者等に対して空き家等の適切な
管理に向けた助言・指導の通知や適
正管理の依頼を行い、危険な空き家
が除却されるなど、安全安心な生活
環境の確保に向けた取組を行い、空
き家を要因とした事故の発生は現時
点で無い。

- 有 ・安全安心な生活環境の確保に向
け、空き家等の所有者等に対し適切
な維持管理を促進する。

・広報上越や市ホームページ等を活
用して、空き家対策に関する啓発を
行う。
・所有者等に対して、空き家等の適
切な管理が図られるよう、助言指導
を通知するとともに、適正管理に向
けた依頼を行う。
　助言指導通知　2回
　適正管理依頼　2回＋随時

建築住
宅課

85 雁木の保存と活用を推
進するため、地域指定
を受けている地域にお
いて、雁木の新築・修
繕・雁木下通路の段差
解消工事に対し支援し
ます。

・補助金の交付 - 有 ・雁木の保存と活用を推進するた
め、地域指定を受けている地域にお
いて、雁木の新築・修繕・雁木下通
路の段差解消工事に必要な費用を
補助する。
・補助率：1/2　補助限度額：450千円

・雁木の保存と活用を推進するた
め、地域指定を受けている地域にお
いて、雁木の新築・修繕・雁木下通
路の段差解消工事に必要な費用を
補助する。

・雁木の保存と活用を推進するた
め、地域指定を受けている地域にお
いて、雁木の新築・修繕・雁木下通
路の段差解消工事に必要な費用を
補助した。
　補助件数：3件　・補助金額：659千
円

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・申請のあった工事に補助金を交付
し、市民による雁木の整備を推進し
た。
・今後も雁木のある地域、特に地域
指定を受けている地域に対し制度の
周知を行い、補助金利用の促進を図
り、雁木の保存と活用を推進してい
く。

- 有 ・雁木の保存と活用を推進するた
め、地域指定を受けている地域にお
いて、雁木の新築・修繕・雁木下通
路の段差解消工事に必要な費用を
補助する。
・補助率：1/2　補助限度額：450千円

・雁木の保存と活用を推進するた
め、地域指定を受けている地域にお
いて、雁木の新築・修繕・雁木下通
路の段差解消工事に必要な費用を
補助する。
・雁木のある地域、特に地域指定を
受けている地域に対し制度の周知を
行い、補助金利用の促進を図り、雁
木の保存と活用を推進していく。

文化振
興課

7
　
誰
も
が
快
適
に
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り
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計　　画 実績見込み

基
本
方
針

方向
性

予算
計上
の有
無

目　　標

具体的な取組内容

基
本
目
標

施策の方向
事業の実施状況

（取組内容における実施
率等（見込み））

事業の目標達成状況
（事業の成果や効果目
標達成率（見込み））

　　　　　　　　　評　　価

担当課
計　　画

（具体的な取組内容）
目　　標

取組
の方
向性

予
算
計
上
の
有
無

第4次人まち計画での位置付け 令和2年度（案）

No. 事業内容 事業計画

令和元年度

(1)誰もが安全か
つ快適に移動で
きるよう歩道・道
路整備を推進しま
す。

①安全・
安心な歩
道・道路
の整備

86 誰もが安全に安心して
移動できる歩道や道路
を整備します。

・歩道・道路整備の推
進

- 有 ・道路整備計画に基づき、歩道及び
道路整備を実施
※道路整備計画の進捗管理にあわ
せて、下記「H31年度までの整備計
画」の延長を見直ししています。
<歩道>
〇Ｈ31年度までの実施目標
　　・延長…6.8km(15か所)

<道路整備>
〇Ｈ31年度までの実施目標
　　・延長…11.8km(27か所)

・左記の計画内容に基づき実施す
る。

<歩道>
〇Ｈ31年度までの実施目標
　　・延長…6.9km(15か所)

<道路整備>
〇Ｈ31年度までの実施目標
　　・延長…11.8km(27か所)

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・道路整備計画に基づき、計画的に
歩道及び道路整備を実施した。

- 有 ・道路整備計画に基づき、歩道及び
道路整備を実施する。

・道路整備計画に基づき、計画的に
歩道及び道路の整備を進める。

※現在、R2からの次期道路整備計
画を策定中であるため、数値目標は
設定できない。

道路課

87 歩行者などの交通の
安全確保や街頭犯罪
の未然防止を図るた
め、集落間通学路の防
犯灯を整備します。

・防犯灯整備 - 有 ・通学路6か所に防犯灯を設置する。
・既存の防犯灯を適正に管理する。

・新設予算計上箇所（通学路）への
防犯灯の設置（6か所）
・市が管理する防犯灯の適正管理。

新設予算計上箇所（通学路）への防
犯灯の設置（6か所）
・市が管理する防犯灯の適正管理し
た。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・予算計上どおり、通学路への防犯
灯の設置を行っている。
・市が管理する防犯灯を適正に管理
している。

- 有 ・既存の防犯灯を適正に管理する。 ・市が管理する防犯灯の適正管理 市民安
全課

88 交通事故の発生を防
止するため、カーブミ
ラーを維持管理・整備
します。

・カーブミラーの整備 - 有 ・カーブミラーの整備及び適正な維
持管理を行い、交通事故の防止を図
る。

・市が管理するカーブミラーの適正
管理
・新設要望箇所の設置可否判定
・新設予算計上箇所へのカーブミ
ラーの設置（13か所）

・既存カーブミラーの修繕や移設、撤
去を行い、適切に管理した。
・町内会等からの新設要望について
は、複数の職員で現場確認を行い、
設置基準と照らした上で、可否の判
断を適切に行った。
・カーブミラー13基を新設した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・計画どおり、新設箇所へのカーブミ
ラーの設置を行った。
・市が管理するカーブミラーを適切に
管理し、安全の確保が図られた。

- 有 ・カーブミラーの整備及び適正な維
持管理を行い、交通事故の防止を図
る。

・市が管理するカーブミラーの適正管
理
・新設要望箇所の設置可否判定
・新設予算計上箇所へのカーブミ
ラーの設置

市民安
全課

(2)誰もが安全か
つ快適に移動で
きるよう地域公共
交通の向上を推
進します。

①地域公
共交通の
利便性の
向上と安
全・安心
な運行

89 地域の実情にあった公
共交通の再編を行い、
地域公共交通を維持・
確保します。

・利便性、持続可能性
に配慮した路線バスの
再編

- 有 ・利便性、持続可能性に配慮した路
線バスの再編を継続的に進めるた
め、次期総合公共交通計画を策定
する。

・地域別の路線バスの再編方針の
検討、地域住民との協議・合意形
成、地区公共交通懇話会等におけ
る検討、事業者や庁内関係各課との
協議等を行い、次期総合公共交通
計画を策定する。

・各地域のバス路線の再編の方向性
について、地区公共交通懇話会、住
民説明会などの場で説明し、地域住
民の合意を得るとともに、再編に向
けて事業者との調整を行い、総合公
共交通計画を策定した。
・バスがない地域やバスを廃止する
地域における住民の移動手段の確
保について、関係各課が行う事業と
の調整を行い、互助による輸送に対
する補助制度を策定した。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・バス路線の役割分担や再編の方向
性についての考え方を整理し、具体
的なバス路線の再編内容について
地域住民の十分な理解を得ながら
計画を策定しており、これにより、公
共交通の利便性と効率性の向上に
つなげることができる見込みである。

- 有 ・総合公共交通計画に基づき、路線
バスの再編を行う。

・総合公共交通計画に基づき、路線
再編の詳細の検討、地域住民、関係
団体、事業者との協議、関係機関と
の調整等を行い、、年度計画に沿っ
て再編を実施する。

交通政
策課

90 ※分割・修正
運行の安定性・安全
性・快適性の向上に取
り組みます。

※分割
・鉄道事業者安定経営
支援補助金、バス運行
対策費補助金の交付
による生活交通の維持
確保

- 有 ・鉄道事業者安定経営支援補助金
及びバス運行対策費補助金の交付
により、生活交通の維持確保を図
る。
　えちごトキめき鉄道安定経営支援
　補助金　62,206千円
　北越急行安全輸送設備等整備事
　業補助金　9,546千円
　バス運行対策費補助金　73路線
　370,246千円

・鉄道事業者安定経営支援補助金
及びバス運行対策費補助金の交付

・鉄道事業者安定経営支援補助金
及びバス運行対策費補助金の交付
　えちごトキめき鉄道安定経営支援
　補助金　62,206千円
　北越急行安全輸送設備等整備事
　業補助金　5,909千円
　バス運行対策費補助金　73路線
　370,246千円

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・鉄道事業者安定経営支援補助金
及びバス運行対策費補助金を交付
し、生活交通の維持確保を行う見込
みである。

- 有 ・鉄道事業者安定経営支援補助金
及びバス運行対策費補助金の交付
により、生活交通の維持確保を図
る。
※以下、数値は令和元年度の予算
額を記載
　えちごトキめき鉄道安定経営支援
　補助金　62,206千円
　北越急行安全輸送設備等整備事
　業補助金　5,909千円
　バス運行対策費補助金　73路線
　370,246千円

・鉄道事業者安定経営支援補助金
及びバス運行対策費補助金の交付
・互助による輸送を行う団体に対す
る補助金の交付

交通政
策課

91 ※分割
分かりやすい運行情報
や利用案内の提供に
取り組みます。

※分割
・分かりやすい路線系
統表示や時刻表、啓発
資料の作成

- 有 ・時刻表や啓発資料の内容につい
て、法定協議会や利用者の意見を
踏まえてより充実したものとし、継続
的な利用促進を図る。

・法定協議会や利用者の意見を踏ま
えた時刻表や啓発資料の作成

・法定協議会や利用者の意見を踏ま
えた時刻表や啓発資料の作成

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・法定協議会や利用者の意見を踏ま
え、総合時刻表及び啓発資料の作
成方法や内容に改善を加えるなど、
公共交通の更なる利用促進を行って
いる。

- 有 ・時刻表や啓発資料の内容につい
て、法定協議会や利用者の意見を
踏まえてより充実したものとし、継続
的な利用促進を図る。

・法定協議会や利用者の意見を踏ま
えた時刻表や啓発資料の作成

交通政
策課

92 ※分割
運行の安全性・快適性
の向上に取り組みま
す。

※分割
・国の補助事業の活用
による福祉タクシーの
導入促進

- 有 ・引き続き、福祉タクシーの導入促進
に取り組むとともに、障害のある人
が安心して外出できるよう検討し、障
害者など交通弱者の移動手段を確
保する。

・福祉タクシーの導入促進に向け、
関係団体等に対し国の補助制度等
の情報発信を行う。
・福祉タクシーの導入支援のほか、
公共交通、福祉の支援制度（タク
シー利用券、福祉有償運送、移動支
援サービス等）を関係機関と連携、
見直しを行い利便性の向上を図る。
＜タクシー利用券助成額＞
H30年度から1人あたり19,000円から
24,000円に増額。あわせてタクシー
券利用者を対象に実施したアンケー
トの結果を踏まえ、タクシー券の利
便性向上に向けた検討を進める。

・福祉タクシーの導入促進に向け、
関係団体等に対し国の補助制度等
の情報発信を行い、福祉タクシー1台
の補助申請を支援した。
・タクシー券利用者を対象としたアン
ケート結果から、タクシー券を利用し
ていないケースが見られたことから、
平成31年度の申請受付において、タ
クシー券の利用の呼びかけを行っ
た。

A：計画どおりすべて実
施（100％）

A：目標達成（100％） ・福祉タクシーの補助制度の情報発
信を行い、福祉タクシー1台の増台に
繋げることができた。

- 無 ・引き続き、福祉タクシーの導入促進
に取り組むとともに、障害のある人
が安心して外出できるよう検討し、障
害者など交通弱者の移動手段を確
保する

・福祉タクシーの導入支援のほか、
公共交通、福祉の支援制度（タク
シー利用券、福祉有償運送、移動支
援サービス等）を関係機関と連携、
見直しを行い利便性の向上を図る。

交通政
策課

福祉課
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第４次人にやさしいまちづくり推進計画に係る令和元年度実施 

計画の進捗状況及び令和 2 年度実施計画（案）について 

 

１ 令和元度実施計画の進捗状況 

 

 (1)事業の実施状況及び目標達成状況 

第 4 次人にやさしいまちづくり推進計画令和元年度実施計画に掲げた 92 事業

の実績見込みについて評価を行った。事業の実施状況については、88 事業が計

画どおり実施（100％）、3 事業が計画をほぼ実施（80％以上）し、この 2 つを合

わせた割合が全体の 98.9％に達していることから、概ね計画どおり各種事業を

実施できる見込みである。 

また、事業の目標達成状況の見込みについては、84 事業が目標達成（100％）、

7事業が目標はほぼ達成（80％以上）し、この 2つを合わせた割合が全体の 98.9％

に達していることから、概ね事業の目標を達成できる見込みである。 

 

基本方針 施策の方向 

事前配付

資料 1 対応

ページ 

事業数 

担当課の評価 

上段：事業実施 

下段：目標達成 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

1 誰もが理解

し合えるまち

づくり 

人にやさしいまちづく

りの普及啓発 
1 1 

1    

1    

相談・支援体制の充実 1～3 11 
11    

11    

2 誰もが学べ

るまちづくり 
自立・共生を目指す学

校教育環境の充実 
4 3 

3    

3    

市民の多様な学習・ス

ポーツ機会の充実 
4 3 

3    

3    

3 誰もが働け

るまちづくり 雇用機会の創出 5 5 
5    

5    

職業能力や人材の育成 6 3 
3    

3    

4 誰もが健康

に暮らせるま

ちづくり 

健診・保健指導等の推

進 
7 6 

6    

5 1   

地域医療体制の充実 7 3 
3    

3    

高齢者福祉の推進 8～9 10 
9 1   

7 3   

障害者福祉の推進 9～10 11 
11    

11    

子育て・療育支援の充

実 
10 2 

2    

2    

 

 

当日配付資料 1 

1 



 

基本方針 施策の方向 

事前配付

資料 1 対応

ページ 

事業数 

担当課の評価 

上段：事業実施 

下段：目標達成 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

5 誰もが互い

に支え合うま

ちづくり 

ボランティア活動や地

域での支え合い活動の

ための環境づくり 

11 
7 

(6) 

5 1 1  

5 1 1  

6 誰もが安心

して暮らせる

まちづくり 

防災対策や避難支援体

制の充実 
12 5 

4 1   

4 1   

自主防災活動の推進 12 1 
1    

1    

防犯対策の充実 13 3 
3    

3    

除雪対策の充実 13 5 
5    

4 1   

7 誰もが快適

に暮らせるま

ちづくり 

公共施設におけるユニ

バーサルデザインの推

進 

14 1 
1    

1    

民間施設におけるユニ

バーサルデザインの推

進 

14 1 
1    

1    

誰もが暮らしやすい居

住環境の整備 
14 4 

4    

4    

8 誰もが移動

しやすいまち

づくり 

安全・安心な歩道・道

路の整備 
15 3 

3    

3    

地域公共交通の利便性

の向上と安全・安心な

運行 

15 4 
4    

4    

合  計 
  92 

(91) 

88 3 1  

84 7 1  

※凡例 

上段・事業実施 Ａ：計画どおりすべて実施（100％） Ｂ：計画をほぼ実施（80％以上） 

Ｃ：計画どおり実施できなかった Ｄ：未実施 

下段・目標達成 Ａ：目標達成（100％） Ｂ：目標はほぼ達成された（80％以上） 

Ｃ：目標を達成できなかった Ｄ：未実施 

 

※事業数について 

 （）内の数値は、平成 30 年度事業数である。 

 事業№63 について、2 課に渡っていたため、分割したもの。 
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(2) 事業実施状況及び事業の目標達成状況がＣ評価（目標を達成できなかった）であ

った事業 

・1 事業 

事前配付資料 1 

対応ページ 

基本方

針 
事業内容 目標 評価 

11 5 誰も

が互い

に支え

合うま

ちづく

り 

No.60 地 域

コミュニテ

ィが抱える

課題を解決

するための

支援を行い

ます。 

・町内会等へ地

域コミュニティ

活動サポート事

業の周知を行う

とともに、希望

する町内会等へ

アドバイザーの

派遣を行い、地

域の課題解決を

支援する。 

（新規実施団体 

3 団体、フォロー

アップ団体 3

団体の実施） 

・新規実施団体：現在、

当初の申請受付期間を延

長して募集している。ま

た、課題を抱える町内会

から相談があった場合に

は、本事業を案内するこ

ととしている。 

・フォロ-アップ団体：昨

年実施した 3 団体のうち

2 団体について、事業実

施の意向あり。 
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２ 令和 2 年度実施計画（案） 

 

 (1)事業の状況 

令和元年度事業の評価を踏まえ、必要な見直しを行いながら 92 事業を継続して

実施する。 

 

基本方針 
令和元年度 

事業数 

令和 2 年度 

事業数 

1 誰もが理解し合えるまちづくり 12 12 

2 誰もが学べるまちづくり 6 6 

3 誰もが働けるまちづくり 8 8 

4 誰もが健康に暮らせるまちづくり 32 32 

5 誰もが支え合うまちづくり 7 7 

6 誰もが安心して暮らせるまちづくり 14 14 

7 誰もが快適に暮らせるまちづくり 6 6 

8 誰もが移動しやすいまちづくり 7 7 

合  計 92 92 
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